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○本計画では、「障がい者」等の表記については、平成 23 年に定めた「障害者の「害」の字をひ

らがな表記とすることに関する指針」に基づき、法令の名称や用語、制度・事業名、固有名

詞、専門用語などを除き、障がい者の「害」の字を「がい」と表記します。 

 

○本計画における「障がいのある人」等の範囲は、特に定めがない限り、以下のとおりです。 

「障がいのある人」・・・身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者（発達障がい者及び高次

脳機能障がい者を含む）及び難病患者であって児童を含むもの。 

「障がい者」・・・障害者総合支援法に定める「障害者」。 

「障がい児」・・・児童福祉法に定める「障害児」。 
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１ 計画の策定にあたって 

（１）計画策定の背景 

国では、平成 18 年に施行された「障害者自立支援法」において、障がいの種別ごとに提供さ

れてきたサービスの一元化や、既存のサービス体系の再編、利用者負担の見直しなどが行われ

るとともに、サービスの提供体制を計画的に整備するために都道府県及び市町村に対して「障

害福祉計画」の策定が義務付けられました。 

その後、平成 25年に施行された「障害者総合支援法」において、制度の谷間のない支援提供

や、法に基づく支援が、地域社会における共生や社会的障壁の除去に資するとする理念を掲げ

るなど、大きな転換期を迎えました。 

また、個別の課題に対する取組では、「障害者虐待防止法」（平成 24 年）や「障害者優先調達

法」（平成25年）の施行、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部改正法」（平成26

年）の施行、「障害者差別解消法」（平成28年）の施行、「成年後見制度の促進に関する法律」（平

成28年）の施行、「障害者の雇用の促進に関する法律の一部改正法」（令和元年）の施行、「読書

バリアフリー法」（令和元年）の施行など、障がいのある人の尊厳が守られ、生活の保障とともに

社会参加に向けた法改正が行われてきました。 

そして、平成28年に公布された「障害者総合支援法及び児童福祉法の一部を改正する法律」

では、障がいのある人が自らの望む地域で生活を送れるよう、生活と就労に対する支援の一層

の充実や、障がい者による介護保険サービスの円滑な利用に向けた見直し、障がい児支援の拡

充、サービスの質の確保・向上を図るための環境整備等が規定されています。また、「児童福祉

法」の改正において、新たに「障害児福祉計画」の策定が義務付けられました。 

さらに、障がい者の情報の取得利用や意思疎通に関する施策を総合的に推進する「障害者情

報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法（令和４年）」の施行など、さまざまな形で情

報の取得・利用等を支援するための法律も整備されています。 

「障害福祉計画」及び「障害児福祉計画」は、「障害者総合支援法」及び「児童福祉法」の規定に

より、国が定める「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための

基本的な指針」（以下「基本指針」という。）に即して定めるものとされています。また、策定に当

たっては、これらを一体のものとして作成することができるものとされています。 

この計画は、これらを踏まえて策定した「北本市第六期障害福祉計画・第二期障害児福祉計画」

が令和５年度に計画期間の満了を迎えることに伴い、これまでの成果等を考慮し、令和６年度以

降の障害福祉サービス等の必要な見込量とその確保のための方策を定め、もって障がい福祉施

策を効率的に推進することを目的に策定するものです。 
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（２）計画の基本的な考え方 

本市では、国の「基本指針」における障害福祉計画及び障害児福祉計画（以下「障害福祉計画

等」という。）の基本的な理念を踏まえ、次の７つのことを本市における障害福祉計画等の基本

的な考え方（理念）とします。 

 

①障がいのある人等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

地域共生社会を実現するため、障がいのある人等の自己決定を尊重し、その意思決定の支援

に配慮するとともに、障がいのある人等が必要とする障害福祉サービスその他の支援を受けつ

つ、その自立と社会参加の実現を図っていくことを基本として、障害福祉サービス等及び障害

児通所支援等の提供体制の整備を進めます。 

 

②障がい種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施等 

障害福祉サービスの対象となる障がいのある人等の範囲を身体障がい者、知的障がい者、精

神障がい者（発達障がい者、高次脳機能障がい者を含む）、難病患者等であって 18 歳以上の者

及び障がい児とし、サービスの充実を図ります。 

 

③入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の 

課題に対応したサービス提供体制の整備 

障がいのある人等の自立支援の観点から、入所等から地域生活への移行、地域生活の継続支

援、就労支援といった課題に対応したサービス提供体制を整え、障がいのある人等の生活を地

域全体で支えるシステムを実現するため、地域の社会資源を最大限に活用し、提供体制の整備

を進めます。 

また、地域生活に対する安心と自立した生活への支援に向けて、多様な地域の体制づくりの

機能を有する地域生活支援拠点を整備するとともに、整備・運営にあたって、基幹相談支援セン

ターとの効果的な連携を図ります。 

 

④地域共生社会の実現に向けた取組 

地域のあらゆる住民が、「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域、暮らし、生きがい

をともに創り、高め合うことができる地域共生社会の実現に向け、地域住民が主体的に地域づ

くりに取り組むための仕組み作りや制度の縦割りを超えた柔軟なサービスの確保に取り組むと

ともに、包括的な支援体制の構築に取り組みます。 

また、包括的な支援体制の推進に向けて、地域福祉計画や重層的支援体制整備事業実施計画

との連携を図りつつ、体制の整備を進めます。 
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⑤障がい児の健やかな育成のための発達支援 

障がい児本人の最善の利益を考慮しながら、障がい児の健やかな育成を支援します。 

障がい児、その家族に対し、障がいの疑いのある段階から身近な施設で支援できるように、

障がい種別にかかわらず、質の高い専門的な発達支援を行う障害児通所支援等の充実を図り

ます。 

また、障がい児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障がい福祉、保育、教育、就労

支援等の関係機関が連携を図り、切れ目のない一貫した支援を提供する体制の構築を図ります。

さらに、障がい児が障害児支援を利用することにより、地域の保育、教育等の支援を受けられる

ようにすることで、障がいの有無にかかわらず、全ての児童がともに成長できるよう、地域社会

への参加や包容（インクルージョン）を推進します。 

 

⑥障がい福祉人材の確保・定着 

障がいのある人の重度化・高齢化が進む中においても、将来にわたって安定的に障害福祉サ

ービス等を提供し、様々な障がい福祉に関する事業を実施していくため、提供体制の確保と併

せてそれを担う人材の確保・定着を図ります。 

そのためには、専門性を高めるための研修の実施、多職種間の連携の推進、障がい福祉の現

場が働きがいのある魅力的な職場であることの積極的な周知・広報等を行うとともに、職場環

境の改善や業務の効率化に関係者が協力して取り組んでいきます。 

 

⑦障がい者の社会参加を支える取組 

関係部局との連携を図りつつ、合理的配慮の提供とそのための環境整備に留意しながら、障

がいのある人の多様なニーズを踏まえ、文化芸術活動や健康づくり、スポーツなどの分野を含

め、地域でいきいきと安心して健康的に暮らすことができる社会を目指します。 

また、読書を通じて文字・活字文化の恵沢を享受することができる社会の実現のため、視覚

障がい者等の読書環境の整備を計画的に推進します。 

さらに、障がい特性に配慮した意思疎通支援や支援者の養成、障がい当事者による ICT活用

等の促進を図ります。 
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（３）計画の期間 

本計画の期間は、令和６年度から令和８年度までの３か年とします。なお、国の方針等に従い、

計画期間中に見直しを行う可能性もあります。 

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

２０２１ ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５ ２０２６ 

第五次北本市総合振興計画 （基本構想・基本計画）  

 第三次北本市地域福祉計画 

第三次北本市障害者福祉計画 

「支えあい、ともに暮らしあうまち 北本」の実現 

      

 
北本市高齢者福祉計画２０２4 

第９期介護保険事業計画 

第二期北本市子ども・子育て支援事業計画  

 

 

（４）北本市障害者福祉計画との関係 

本計画は、障害者総合支援法第 88 条に定める「障害福祉サービスの提供体制の確保その他

この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画」、児童福祉法第33条の 20に定める「障害

児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援

の円滑な実施に関する計画」に位置づけられますが、障害者基本法第 11 条に基づく障害者計

画とは調和が保たれていることが求められます。 

本市では、平成 29 年３月に「第三次北本市障害者福祉計画（「支えあい、ともに暮らしあうま

ち北本」の実現）」（計画期間：平成 29（2017）年度から令和８（2026）年度まで）を策定しまし

た。また、令和４年３月には、中間見直しを行っています。 

本計画の実施にあたっては、第三次北本市障害者福祉計画と調和を保ちながら、進めていく

こととします。 

 

 

 

  

北本市第六期障害福祉計画 

第二期障害児福祉計画 

北本市第七期障害福祉計画 

第三期障害児福祉計画 
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■障害者基本法 

第 11条第３項 

市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、当該市町村に

おける障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策に関する基本的

な計画（以下「市町村障害者計画」という。）を策定しなければならない。 

 

■障害者総合支援法 

第 88条第１項 

市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に基づ

く業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定めるものとす

る。 

 

■児童福祉法 

第 33条の 20第１項 

市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保その

他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害児福祉

計画」という。）を定めるものとする。 

 

 障害者計画 障害福祉計画 障害児福祉計画 

根拠法 障害者基本法 障害者総合支援法 児童福祉法 

計画期間 中長期 ３年間 ３年間 

計画内容 

障がい者のための施策に

関する基本的事項を定め

る。 

障害福祉サービス等の必

要量や確保に関して定め

る。 

障害児通所支援等の必要

量や確保に関して定め

る。 
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（５）障がい者（児）を対象としたサービスの全体像 

障がい者（児）を対象としたサービスは、障害者総合支援法に定められており、個別に支給決

定が行われる「自立支援給付」と、利用者の状況に応じて市町村が柔軟に実施できる「地域生活

支援事業」に大別されます。また、障がい児を対象としたサービスは、別に児童福祉法に定めら

れています。 
 

■障害者総合支援法に基づくサービス体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【障害福祉サービス】 

○居宅介護 

○重度訪問介護  

○同行援護  

○行動援護  

○重度障害者等包括支援  

○生活介護  

○療養介護  

○短期入所（医療型・福祉型） 

○施設入所支援 

【訓練等給付】 

○自立訓練（機能・生活） 

○就労移行支援  

○就労選択支援 

○就労継続支援（A・B） 

○就労定着支援  

○自立生活援助  

○共同生活援助（グループホーム） 

【相談支援】 

○計画相談支援 

○地域移行支援 

○地域定着支援 

【自立支援医療】 

○更生医療 

○育成医療  

【療養介護医療】 

【補装具】 

○理解促進研修・啓発 ○日常生活用具の給付等 ○自発的活動支援  

○手話奉仕員養成研修 ○相談支援  ○移動支援 

○成年後見制度利用支援 ○成年後見制度法人後見支援   

○地域活動支援センター ○意思疎通支援  ○その他事業 

【地域生活支援事業】 

●専門性の高い相談支援 ●広域的な支援 

●専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成・派遣 

●意思疎通支援を行う者の派遣に係る連絡調整 

●サービス・相談支援者、指導者育成事業  ●その他事業 

【障害児支援】 

○児童発達支援 

○放課後等デイサービス  

○保育所等訪問支援 

○居宅訪問型児童発達支援 

【障害児相談支援】 

障
が
い
者
（児
） 

北本市 

【障害児支援】 

●福祉型障害児入所支援 

●医療型障害児入所支援 

自立支援給付 

【自立支援医療】 

●精神通院医療 

埼玉県 

児童福祉法に基づく給付 

地域生活支援事業 
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２ 障がい者（児）の現状 

（１）障がい者（児）数の推移等 

令和５年３月31日現在、身体障害者手帳所持者は1,900人、療育手帳所持者は485

人、精神障害者保健福祉手帳所持者は689人となっています。令和２年からの３年間で、

身体障害者手帳所持者が117人減少する一方、療育手帳所持者が38人、精神障害者

保健福祉手帳所持者が168人それぞれ増加しています。 

人口に占める割合は３障がい合わせて4.69％となっています。 

 

■各手帳所持者数（構成比）の推移 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

人口 
66,230 

（100%） 

65,920 

（100%） 

65,798 

（100%） 

65,613 

（100%） 

身体障害者手帳所持者 
2,017 

（3.05%） 

1,968 

（2.99%） 

1,936 

（2.94％） 

1,900 

（2.90％） 

療育手帳所持者 
447 

（0.67%） 

455 

（0.69%） 

467 

（0.71％） 

485 

（0.74％） 

精神障害者保健福祉手帳所持者 
521 

（0.79%） 

556 

（0.84%） 

594 

（0.90％） 

689 

（1.05％） 

３障がい合計 
2,985 

（4.51%） 

2,979 

（4.52%） 

2,997 

（4.55％） 

3,074 

（4.69％） 

※構成割合は、四捨五入して算出しているため、合計が１００％にならない場合があります。 

（単位：人、各年度末現在） 

■年齢別 

 18歳未満 18歳以上 合計 

身体障害者手帳所持者 31 1,869 1,900 

療育手帳所持者 112 373 485 

精神障害者保健福祉手帳所持者 23 666 689 

（単位：人、令和４年度末現在） 

■程度別 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 合計 

身体障害者手帳所

持者 
651 261 275 507 96 111 1,900 

 

 最重度○A  重度 A 中度 B 軽度 C 合計 

療育手帳所持者 １０４ １０６ １３５ １４０ ４８５ 
 

 １級 ２級 ３級 合計 

精神障害者保健福

祉手帳所持者 
71 455 163 ６８９ 

（単位：人、令和４年度末現在） 
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令和４年度末の障害支援区分認定者数は、区分１が３人、区分２が59人、区分３が77

人、区分４が66人、区分５が68人、区分６が103人です。５年前と比較すると、合計人

数は71人増加しています。 

 

■障害福祉サービス全体の障害支援区分認定者数 

  平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

区分１ 4 10 9 6 3 3 

区分２ 49 55 59 63 57 59 

区分３ 37 40 49 61 74 77 

区分４ 70 72 68 59 60 66 

区分５ 60 57 64 68 70 68 

区分６ 85 89 99 100 100 103 

合 計 305 323 348 357 364 376 

（単位：人、各年度末現在） 

 

 

障害福祉サービス見込量算出のために、令和6年度から令和８年度の障がい者数を

推計しました。身体障害者手帳所持者数は微減傾向、療育手帳所持者数、精神障害者保

健福祉手帳所持者数は増加傾向にあり、計画期間の３年間についてもこの傾向が続く

と仮定して推計を行ったものです。 

 

■各手帳所持者数（構成比）の推計 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

人口 
65,409 

（100%） 

65,205 

（100%） 

65,002 

（100%） 

64,799 

（100%） 

身体障害者手帳所持者 
1,863 

（2.85%） 

1,826 

（2.80%） 

1,790 

（2.75%） 

1,755 

（2.71%） 

療育手帳所持者 
498 

（0.76%） 

512 

（0.79%） 

526 

（0.81%） 

541 

（0.84%） 

精神障害者保健福祉手帳所持者 
757 

（1.16%） 

831 

（1.27%） 

913 

（1.40%） 

1,003 

（1.54%） 

３障がい合計 
3,118 

（4.77%） 

3,169 

（4.86%） 

3,229 

（4.97%） 

3,299 

（5.09%） 

※構成割合は、四捨五入して算出しているため、合計が１００％にならない場合があります。 

（単位：人、各年度末現在） 
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（２）就学の状況      ※現在学校教育課において調査中 

令和５年４月１日現在、特別支援学校等の小学部に●人の児童、中学部に●人、高等

部に●人の生徒が通学しています。 

主な通学先は、県立騎西特別支援学校、県立川島ひばりが丘特別支援学校、県立特

別支援学校塙保己一学園、県立特別支援学校さいたま桜高等学園です。 
 

■特別支援学校等在籍者 

  
令和５年度 

小学部 中学部 高等部 

1年    

2年    

3年    

4年    

5年    

6年    

合計    

                               （単位：人、令和5年４月１日現在） 
 

 

 

令和５年４月１日現在、市内の小学校７校の特別支援学級に●人の児童、中学校４校

の特別支援学級に●人の生徒が在籍しています。 

 
 

■特別支援学級等在籍者 

  
令和５年度 

小学校 中学校 

1年   

2年   

3年   

4年   

5年   

6年   

合計   

（単位：人、令和5年４月１日現在） 
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（３）就労の状況 

令和４年度末の大宮公共職業安定所（ハローワーク）管内の障がい者就職者数は、身

体障がい者134人、知的障がい者127人、精神障がい者397人、その他の障がい者が

47人です。 

 

■大宮公共職業安定所管内の障がい者就職者数 

 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

身体 129（58） 145（65） 141（70） 119（41） 112(40) 134(48) 

知的 130（51） 118（37） 141（47） 114（50） 132(43) 127(54) 

精神 314 345 336 264 328 397 

その他 10 9 15 59 72 47 

※（）内は重度障がい者数  （単位：人、各年度末現在） 

 

障がい福祉課に設置している障がい者就労支援センターでは、就労支援相談員が就

労を希望する障がい者の相談を受け、本人の希望や能力、障がい特性等に応じ、ハロー

ワークへの登録、会社見学、職場実習、面接等の支援をしています。また、就職後も定期

的に職場訪問を行い、本人と職場の双方が障がい特性を理解しながら職場に定着でき

るよう支援をしています。 

登録者数、就労者数とも少しずつ増えており、令和４年度末には登録者数は 191 人、

就労者数は 107人となっています。就労率も増加傾向にあり、平成 29年度以降、登録

者の半数以上が就労につながっています。 

 

■北本市障がい者就労支援センター 登録者数及び就労者数 

  

  

平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

登録者数 

身体 13 16 20 23 23 29 

知的 47 52 54 62 71 78 

精神 61 63 60 68 75 84 

その他 1 1 0 0 0 0 

合計 122 132 134 153 169 191 
        

就労者数 

身体 8 9 11 12 9 14 

知的 28 33 36 37 50 55 

精神 29 30 29 29 38 38 

その他 0 0 0 0 0 0 

合計 65 72 76 78 97 107 
        

就労率（％） 53.3 54.5 56.7 51.0 57.4 56.0 

（単位：人、各年度末現在） 
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３ アンケート調査結果 

（１）調査概要 

本計画の策定にあたり、検討の基礎資料とするため、令和４年１２月に、郵送による２種類のアンケ

ート調査を実施しました。調査の概要は次のとおりです。 

調査種類 対象  配布数 回収数 回収率 

障がい者 

アンケート 
障害者手帳をお持ちの方 

今回調査
R4.12 

1,000 634 63.4％ 

前回調査 
R2.3 

1,000 641 64.1％ 

障がい児 

アンケート 

障害者手帳をお持ちの方・障

害児通所支援等を利用して

いる障がい児の保護者 

今回調査
R4.12 

100 64 64.0％ 

前回調査 
R2.3 

100 53 53.0％ 

 

※障がい種別を次のとおり表記し 

 ています。 

 

（２）調査結果【抜粋】 

① 主な介助・援助者 

【障がい者アンケート】では、「配偶者（夫、妻）」の割合が最も高く、次いで「介助・援助している人は

いない（必要ない）」、「父、母」となっています。 

 

  

身体障害者手帳所持者 【身体障がい】 

療育手帳所持者 【知的障がい】 

精神障害者保健福祉手帳所持者 【精神障がい】 

 

17.4 

26.8 

8.8 

2.5 

0.3 

0.5 

3.0 

5.4 

25.2 

10.1 

14.4 

27.8 

10.6 

3.3 

0.2 

0.9 

3.7 

5.3 

23.2 

10.6 

0% 20% 40%

父、母

配偶者（夫、妻）

子ども、子どもの配偶者

兄弟、姉妹

その他の親せき

近所の人、友人・知人

ホームヘルパー等の在宅サービス事業者

その他

介助・援助している人はいない（必要ない）

不明・無回答

今回(n=634)

前回(n=641)
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② 介助・援助における悩みや心配事 

【障がい者アンケート】では、「自分が高齢で介助・援助できなくなったときのことなど、将来が不安

である」の割合が最も高く、次いで「自分の時間がもてない」、「身体的な負担が大きい」「目を離せな

いことが多く、精神的に疲れる」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

34.4 

34.4 

18.8 

21.9 

15.6 

6.3 

40.6 

9.4 

28.1 

6.3 

15.6 

21.9 

20.3 

56.3 

14.1 

10.9 

3.1 

0% 20% 40% 60%

身体的な負担が大きい

目を離せないことが多く、精神的に疲れる

睡眠不足になりがちで疲労がとれない

仕事をしたいが介助・援助のためにできない

家事や他の家族の世話が十分にできない

近所づきあいや地域活動などができない

自分の時間がもてない

介護を手伝ってくれる人がいない

病気や用事などで急に介助・援助できなくなったと

き、助けてくれる人がいない

介助・援助の方法がわからない、情報が得られない

使えるサービスが少ない

経済的な負担が大きい

本人にとってどのような介助・援助やサービスがよ

いのかわからない

自分が高齢で介助・援助できなくなったときのこと

など、将来が不安である

その他

とくに悩みや心配事はない

不明・無回答

n=64

⇒ 主な介助・援助者の多くは、配偶者や父母などで、身体的、精神的に大きな負担が

かかっています。障がい者を支える介助・援助者への相談・支援の充実が重要です。 
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0.9 

8.4 

2.8 

2.5 

15.6 

6.2 

52.4 

5.0 

6.2 

0.5 

8.0 

3.4 

3.3 

15.4 

7.2 

48.2 

5.1 

8.9 

0% 20% 40% 60%

学校などに通っている

福祉施設、作業所などに通っている

病院などのデイケアに通っている

リハビリテーションを受けている

働いている

入所・入院している施設や病院などで過ごしている

自宅にいることが多い

その他

不明・無回答

今回(n=634)

前回(n=641)

79.7 

3.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

3.1 

1.6 

12.5 

86.8 

0.0 

1.9 

0.0 

1.9 

0.0 

1.9 

7.5 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

幼稚園や保育所（園）、学校などに通っている

福祉施設、作業所などに通っている

病院などのデイケアに通っている

リハビリテーションを受けている

働いている

入所・入院している施設や病院などで過ごしている

自宅にいることが多い

その他

不明・無回答

今回(n=64)

前回(n=53)

 

③ 平日の日中の過ごし方 

【障がい者アンケート】では「自宅にいることが多い」が最も高く、次いで「働いている」、「福祉施設、

作業所などに通っている」となっています。 

【障がい児アンケート】では、「幼稚園や保育所（園）、学校などに通っている」が最も高く、次いで

「福祉施設、作業所などに通っている」「自宅にいることが多い」となっています。 
 

【障がい者アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【障がい児アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⇒自宅にいる割合が高くなっています。在宅生活を支えるサービスの充実が必要です。 
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26.0 

19.8 

71.0 

61.8 

3.0 

18.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回(n=634)

前回(n=641)

収入を伴う仕事をしている 収入を伴う仕事はしていない 不明・無回答

④ 収入を伴う仕事の有無 

【障がい者アンケート】では、「収入を伴う仕事をしている」が 26.0％で、前回調査と比べて増加し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 仕事をするうえで困っていること 

【障がい者アンケート】では、「とくに困っていることはない」が最も高く、次いで「給与・賃金などが

少ない」、「障がいに対する職場の理解不足」となっています。 

前回調査と比較すると、とくに「給与・賃金などが少ない」「業務内容が合わない」「職場の人間関

係」で増加傾向がみられます。 

年齢別でみると、【30歳代】で「障がいに対する職場の理解不足」の割合が高くなっています。 

障がいの種類別では【精神障がい】で「給与・賃金などが少ない」の割合が高くなっています。 

 

 

 

  

35.2 

10.3 

16.4 

9.1 

15.8 

7.9 

17.0 

9.1 

4.8 

38.8 

3.0 

29.1 

14.2 

15.7 

2.4 

10.2 

3.9 

12.6 

9.4 

7.1 

44.9 

2.4 

0% 20% 40% 60%

給与・賃金などが少ない

勤務時間、日数が多く、体力的に不安

通勤が大変

業務内容が合わない

職場の人間関係

職場の設備が障がいに対応していない

障がいに対する職場の理解不足

職場外で相談相手がいない

その他

とくに困っていることはない

不明・無回答

今回(n=165)

前回(n=127)

⇒収入を伴う仕事に従事する割合は高まっていますが、給与面の改善や障がいに対す

る理解不足の解消などが課題です。 
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⑥ 悩みごとや心配ごとの相談先 

【障がい者アンケート】では、「だれにも相談していない」が最も高く、次いで「友人、知人」、「病院・

診療所」となっています。 

年齢別でみると、【20歳代】で「福祉施設や作業所の職員」、【40歳代】で「病院・診療所」の割合が

高くなっています。 

障がいの種類別では【身体障がい】で「だれにも相談していない」、【知的障がい】で「福祉施設や作

業所の職員」、【精神障がい】で「病院・診療所」の割合がそれぞれ高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

17.7 

6.8 

21.8 

0.6 

3.8 

7.6 

2.1 

10.3 

1.4 

2.4 

0.8 

22.4 

5.0 

33.0 

9.3 

19.0 

5.5 

20.7 

0.8 

2.3 

7.2 

2.5 

7.6 

1.6 

4.1 

0.8 

24.2 

5.3 

28.5 

10.3 

0% 20% 40%

市役所の福祉相談窓口

相談支援事業所

病院・診療所

保健センター（保健師など）

民生委員・児童委員

地域包括支援センター

生活保護の担当職員

福祉施設や作業所の職員

学校の先生や職場の仲間

市社会福祉協議会の職員

障がい者団体

友人、知人

その他

だれにも相談していない

不明・無回答

今回(n=634)

前回(n=641)
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【障がい児アンケート】では、「幼稚園・保育所（園）・学校の先生」が最も高く、次いで「病院・診療所」

「同じ悩みをもつ子の保護者」となっています。 

前回調査と比較すると、「市役所の福祉相談窓口」「相談支援事業所」で増加傾向がみられます。ま

た、「同じ悩みをもつ子の保護者」で減少傾向がみられます。 

年齢別でみると、【０～６歳】で「児童発達支援センター」の割合が高くなっています。 

障がいの種類別では、【身体障がい】で「病院・診療所」、【知的障がい】【精神障がい】で「幼稚園・保

育所（園）・学校の先生」の割合が高くなっています。また【知的障がい】で「同じ悩みをもつ子の保護

者」が同率で高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

32.8 

34.4 

45.3 

3.1 

4.7 

0.0 

29.7 

4.7 

60.9 

0.0 

45.3 

25.0 

7.8 

10.9 

6.3 

1.6 

17.0 

24.5 

41.5 

1.9 

3.8 

1.9 

32.1 

7.5 

62.3 

0.0 

56.6 

20.8 

5.7 

7.5 

3.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

市役所の福祉相談窓口

相談支援事業所

病院・診療所

児童相談所

保健センター（保健師など）

民生委員・児童委員

児童発達支援センター

福祉施設や作業所の職員

幼稚園・保育所（園）・学校の先生

市社会福祉協議会の職員

同じ悩みをもつ子の保護者

友人、知人

インターネットの相談サイトや掲示板

その他

だれにも相談していない

不明・無回答

今回(n=64)

前回(n=53)

⇒年代別や障がいの種別で多様な相談先が利用される一方で、だれにも相談していな

い割合も高くなっています。誰もが気軽に相談できる体制づくりが必要です。 
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4.6 

8.7 

8.0 

4.6 

4.9 

4.7 

6.9 

4.1 

4.7 

14.2 

2.4 

3.8 

2.4 

5.2 

4.9 

0.9 

2.4 

0.5 

5.6 

6.9 

7.2 

3.9 

4.4 

3.7 

5.9 

1.9 

3.9 

11.7 

1.6 

2.2 

1.9 

2.8 

3.1 

0.6 

2.2 

0.0 

0% 20%

居宅介護

生活介護

自立訓練

就労移行支援

就労継続支援（A型、B型）

療養介護

短期入所

共同生活援助

施設入所支援

計画相談支援

同行援護

行動援護

就労定着支援

自立生活支援

移動支援

意思疎通支援

地域活動支援センター

その他

今回(n=634)

前回(n=641)

⑦ サービス利用の有無・今後の利用意向 

【障がい者アンケート】では、利用の有無は「計画相談支援」が最も高く、次いで「生活介護」、「自立

訓練」となっています。 

今後の利用意向は、「計画相談支援」が最も高く、次いで「移動支援」、「短期入所」となっています。 

 

利用の有無 
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利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

15.3 

16.2 

16.7 

10.1 

9.9 

12.9 

18.1 

14.0 

16.7 

29.5 

6.5 

11.0 

7.6 

14.8 

18.9 

4.6 

11.0 

0% 20% 40%

居宅介護

生活介護

自立訓練

就労移行支援

就労継続支援（A型、B型）

療養介護

短期入所

共同生活援助

施設入所支援

計画相談支援

同行援護

行動援護

就労定着支援

自立生活支援

移動支援

意思疎通支援

地域活動支援センター

n=634
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65.6 

4.7 

1.6 

45.3 

26.6 

1.6 

4.7 

32.8 

0.0 

0.0 

43.4 

5.7 

1.9 

49.1 

22.6 

3.8 

1.9 

41.5 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

児童発達支援

医療型児童発達支援

居宅訪問型児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

短期入所（ショートステイ）福祉型

短期入所（ショートステイ）医療型

障害児相談支援

福祉型障害児入所支援（児童相談所が窓口）

医療型障害児入所支援（児童相談所が窓口）

今回(n=64)

前回(n=53)

6.3 

0.0 

1.6 

17.2 

9.4 

10.9 

1.6 

6.3 

3.1 

1.6 

0% 20%

児童発達支援

医療型児童発達支援

居宅訪問型児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

短期入所（ショートステイ）福祉型

短期入所（ショートステイ）医療型

障害児相談支援

福祉型障害児入所支援（児童相談所が窓口）

医療型障害児入所支援（児童相談所が窓口）

n=64

【障がい児アンケート】では、利用の有無は、「児童発達支援」が最も高く、次いで「放課後等デイサ

ービス」、「障害児相談支援」となっています。 

前回調査と比較すると、「児童発達支援」で増加傾向、「障害児相談支援」で減少傾向がみられます。 

今後の利用意向は、「放課後等デイサービス」が最も高く、次いで「短期入所（ショートステイ）福祉

型」、「保育所等訪問支援」となっています。 

 

利用の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⇒サービス利用が全体的に微増傾向となっています。また、いずれのサービスも、利用

意向が高くなっていることから、適切なサービス量の確保が必要です。 
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⑧ 希望する日中の過ごし方 

【障がい者アンケート】では、「自宅でのんびり過ごしたい」が61.5％と最も高く、次いで「わからな

い」、「一般企業などで働きたい」となっています。 

年齢別でみると、【10 歳代】で「施設で、入浴、排せつ、食事の介護を受けながら、創作的活動など

を行いたい」の割合が高くなっています。 

障がいの種類別では【知的障がい】で「施設で、入浴、排せつ、食事の介護を受けながら、創作的活

動などを行いたい」、【精神障がい】で「一般企業などで働きたい」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

61.5 

10.3 

8.0 

4.4 

8.0 

5.5 

8.0 

7.6 

2.2 

4.1 

10.7 

8.8 

60.2 

8.9 

6.1 

3.7 

5.9 

5.9 

9.2 

7.3 

1.1 

5.0 

7.5 

10.5 

0% 20% 40% 60% 80%

自宅でのんびり過ごしたい

一般企業などで働きたい

一般企業などでの就労は難しいと思うが働きたいので、

施設内で就労したり、生産活動をしながら過ごしたい

施設や企業で作業や実習などを行い、職場探しや職場定

着のための支援を受けたい

自立した日常生活ができるよう、一定期間、身体機能や

生活能力向上のために必要な訓練を受けたい

医療機関で、機能訓練、看護、介護、日常生活の世話な

どを受けながら過ごしたい

施設で、入浴、排せつ、食事の介護を受けながら、創作

的活動などを行いたい

創作活動や社会との交流などを行ったりするところで過

ごしたい

学校に通いたい

その他

わからない

不明・無回答

今回(n=634)

前回(n=641)



21 

 

【障がい児アンケート】では、「一般企業などで働いて欲しい」「一般企業などでの就労は難しいと

思うが働いて欲しいので、施設内で就労したり、生産活動をしながら過ごして欲しい（就労継続支援）」

が最も高く、次いで「施設や企業で作業や実習などを行い、職場探しや職場定着のための支援を受

けて欲しい（就労移行支援）」となっています。 

障がいの種類別でみると、【身体障がい】で「施設で、入浴、排せつ、食事の介護を受けながら、創

作的活動などを行って欲しい（生活介護）」、【知的障がい】で「一般企業などでの就労は難しいと思う

が働いて欲しいので、施設内で就労したり、生産活動をしながら過ごして欲しい（就労継続支援）」、

【精神障がい】で「一般企業などで働いて欲しい」の割合が高くなっています。 

 

 

 

  

4.7 

42.2 

42.2 

29.7 

18.8 

1.6 

18.8 

6.3 

7.8 

6.3 

7.8 

1.9 

54.7 

49.1 

30.2 

22.6 

0.0 

13.2 

7.5 

3.8 

3.8 

0.0 

0% 20% 40% 60%

自宅でのんびり過ごして欲しい

一般企業などで働いて欲しい

一般企業などでの就労は難しいと思うが働いて欲しいので、施設内で

就労したり、生産活動をしながら過ごして欲しい（就労継続支援）

施設や企業で作業や実習などを行い、職場探しや職場定着のための支

援を受けて欲しい（就労移行支援）

自立した日常生活ができるよう、一定期間、身体機能や生活能力向上

のために必要な訓練を受けて欲しい（自立訓練）

医療機関で、機能訓練、看護、介護、日常生活の世話などを受けなが

ら過ごして欲しい（療養介護）

施設で、入浴、排せつ、食事の介護を受けながら、創作的活動などを

行って欲しい（生活介護）

創作活動や社会との交流などを行ったりするところで過ごして欲しい

（地域活動支援センター）

その他

わからない

不明・無回答

今回(n=64)

前回(n=53)

⇒多様な過ごし方や活動へのニーズを踏まえた支援の充実が必要です。 
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⑨ 「子どもの権利」に関して、北本市でまだ十分ではないと感じる項目 

【障がい児アンケート】では、「子どもの権利条例」で保障されなければならない大切な子どもの権

利としてかかげる「安心して生きる権利」「自分らしく育つ権利」「守られる権利」「参加する権利」の４

つの権利と２３の項目のうち、北本市でまだ十分ではないと感じる項目についてみると、「困ってい

ること及び不安に思っていることについて相談できること。」が最も高く、次いで「あらゆる差別及び

不当な扱いを受けないこと。」、「安心して過ごすことができる居場所が確保されること。」となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6.3 

14.1 

29.7 

9.4 

17.2 

10.9 

45.3 

23.4 

7.8 

23.4 

10.9 

23.4 

9.4 

28.1 

10.9 

7.8 

7.8 

12.5 

7.8 

7.8 

9.4 

14.1 

10.9 

31.3 

0% 20% 40% 60%

命が守られ、尊重されること。

愛情及び理解をもって育まれること。

あらゆる差別及び不当な扱いを受けないこと。

あらゆる身体的若しくは精神的な暴力を受けないこと又は放置されない

こと。

健康に配慮がなされ、適切な医療が受けられること。

平和及び安全な環境の下で生活できること。

困っていること及び不安に思っていることについて相談できること。

個性が認められ、人格が尊重されること。

遊んだり、休んだりすること。

年齢及び理解の程度に応じて学ぶこと。

芸術、文化、運動及び自然に親しむこと。

自らに関係することについて、必要な助言、情報の提供その他の援助を

受け、年齢及び発達の程度に応じて自分で決めることができること。

地域及び社会の活動に参加すること。

安心して過ごすことができる居場所が確保されること。

あらゆる権利の侵害から逃れられること。

あらゆる搾取から守られること。

子どもであることを理由に不当な扱いを受けないこと。

自らの意思及び考えが尊重されること。

自らに関する情報が不当に収集され、利用されないこと。

誇りを傷つけられないこと。

自らの意見を表明することができ、その年齢及び発達の程度に応じてそ

の意見が尊重されること。

自らの意見を表明するために、必要な助言、情報の提供その他の援助を

受けることができること。

仲間をつくり、集まること。

不明・無回答

n=64

⇒「北本市子どもの権利条例」を踏まえ、子どもとして保障されるべき諸権利が守ら

れるよう、努める必要があります。 
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４ 前回計画の成果目標の進捗状況 

 

前回計画（北本市第六期障害福祉計画・北本市第二期障害児福祉計画）の中で、令和５年度末を目

標年次とした成果目標を設定しています。令和４年度時点の進捗状況は次のとおりです。 

 

成果目標 項目 考え方 

令和 

元年度 

現状値 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

実績 

（１）福祉施設の

入所者の地域

生活への移行 

地域生活移行者数 

令和元年度の施設入所

者数 52人の６％以上

（４人） 

― 4人 5人 

（２）精神障がい

にも対応した地

域包括ケアシス

テムの構築 

― 市町村では設定不要 ― 設定なし ―  

（３）地域生活支

援拠点等の整

備 

地域生活支援拠点

等の確保 
令和２年度に確保済 ― 確保済 確保済  

地域生活支援拠点

等の年１回以上の

運用状況の検証及

び検討 

令和５年度末までの間、

年１回以上運用状況を

検証及び検討する 

― 年１回以上 年 1回 

（４）福祉施設か

ら一般就労へ

の移行等 

福祉施設利用者の

一般就労への移行

者数 

令和元年度の一般就労

への移行実績（９人）の

1.27倍以上（12人） 

9人 12人 12人 

就労移行支援事業

利用者の一般就労

への移行者数 

令和元年度の一般就労

への移行実績（７人）の

1.3倍以上（10人） 

７人 10人 10人 

就労継続支援Ａ型

事業利用者の一般

就労への移行者数 

令和元年度の一般就労

への移行実績（1人）の

1.26倍以上（２人） 

１人 2人 1人 

就労継続支援Ｂ型

事業利用者の一般

就労への移行者数 

令和元年度の一般就労

への移行実績（1人）の

1.23倍以上（２人） 

１人 2人 1人 

就労定着支援事業

の利用者数 

令和５年度の一般就労

への移行者数（12人）

の７割（９人） 

12人 9人 17人 
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成果目標 項目 考え方 

現状値 

令和 

元年度 

令和 

５年度 

目標値 

令和 

４年度 

実績 

（５）障がい児支

援の提供体制

の整備等 

令和５年度末まで

の、児童発達支援

センターの設置 

平成 27年４月に設置

済 
設置済 設置済  設置済 

令和５年度末まで

に、保育所など訪

問支援を利用でき

る体制を構築 

平成 27年度に構築済 構築済 構築済  構築済  

令和５年度末まで

の、主に重症心身

障がい児を支援す

る児童発達支援事

業所・放課後等デ

イサービス事業所

の設置 

市または圏域において

１か所以上確保 
未確保 確保済  確保済  

令和５年度末まで

に、医療的ケア児

が適切な支援を受

けるための関係機

関の協議の場を設

置 

令和元年度に設置済 設置済 設置済  設置済  

令和５年度末まで

に、医療的ケア児

等に関するコーデ

ィネーターを配置 

令和元年度から委託相

談所等に配置済 
配置済 配置済  配置済  

（６）相談支援体

制の充実・強化

等 

令和５年度末まで

に、相談支援体制

の充実・強化に向

けた体制を確保 

令和２年４月に基幹相

談支援センターを設置

済 

確保済 確保済  確保済  

（７）障害福祉サ

ービス等の質

を向上させる

ための取組に

係る体制の構

築 

令和５年度末まで

に、サービスの質

の向上を図るため

の体制構築 

サービスの質の向上を

図るための取組を開始 
構築済 構築済  構築済  

 

 

 

  

⇒（４）福祉施設から一般就労への移行等の、「就労継続支援Ａ型事業利用者の一般就労への

移行者数」および「就労継続支援Ｂ型事業利用者の一般就労への移行者数」については、令

和４年度時点で目標を達成していません。 

   今後、自立支援協議会等を通じ、成果目標の周知を図ります。 

⇒その他の目標については、すべて目標を達成しています。 
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５ 成果目標（令和８年度の将来像）の設定 

各項目の目標のうち、市町村が設定する事項について、国の基本指針及び埼玉県の考え方を踏ま

え、本市の考え方を設定します。 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

地域生活への移行を進める観点から、令和４年度末時点の施設入所者のうち、今後、自立訓練事

業等を利用し、グループホーム、一般住宅等に移行する者の数を見込み、その上で令和８年度末にお

ける地域生活に移行する者の目標値を設定します。 

 

■国基本指針と県の考え方 

国基本指針の考え方 県の考え方 

令和４年度末時点での施設入所者数の６％

以上が地域生活へ移行することとするととも

に、これに合わせて令和８年度末の施設入所者

数を令和４年度末時点の施設入所者から５％以

上削減することを基本とする。 

当該目標値の設定に当たっては、令和５年度

末において、障害福祉計画で定めた令和８年度

までの目標が達成されないと見込まれる場合

は、未達成割合を令和８年度末における目標値

に加えた割合以上を目標値とする。 

地域移行者数は国と同様６％以上とするが、

障害者施設入所者の削減数の数値目標は設定

しない。 

《設定しない理由》 

 本県の入所待機者は年々増加しており、特に

強度行動障害や重度の重複障害などによる地

域生活が困難な者が多数入所待ちをしている

状況であることから、本県では地域移行の促進

と並行して必要な施設整備は行うとしているた

め。 

 

本市では、埼玉県の考え方、現在入所している障がいのある人の状況や入所待機者の状況を踏ま

え、令和４年度末時点の入所者６１人のうち４人（６．６％相当）が、令和８年度末までに地域生活へ移

行することを目標とします。 

また、入所者数の削減見込みは、県の考え方のとおり成果目標を設定しないこととします。 

 

■成果目標 

項目 令和８年度末 備考 

令和４年度末時点での施設入所
者数 

― ６１人 

地域生活移行者数 ４人 
令和４年度末時点の施設入所者数（６１人）の
６％以上（４人） 

※「地域生活移行者数」は、施設入所からグループホームなどへ移行する目標数 
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（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

長期入院精神障がい者の地域移行を進めるにあたり、地域精神保健医療福祉の一体的な取組の

推進に加えて、地域住民の協力を得ながら、差別や偏見のない、あらゆる人が共生できる包摂的（イ

ンクルーシブ）な社会を構築していく必要があります。そのため、県では、精神病床における長期入

院患者数の早期退院率に関する目標を設定します。 

 

■国基本指針と県の考え方 

国基本指針の考え方 県の考え方 

① 平均生活日数に関する令和８年度における

目標値の設定に当たっては、精神障害者の精

神病床からの退院後１年以内の地域における

生活日数の平均を３２５．３日以上とすること

を基本とする。 

② 別表第四の一の項に掲げる式により算定し

た令和８年度末の精神病床における６５歳以

上の１年以上長期入院患者数及び別表第四

の二の項に掲げる式により算定した令和８年

度末の精神病床における６５歳未満の１年以

上長期入院患者数を目標値として設定する。 

③ 退院率に関する令和８年度における目標値

の設定に当たっては、入院後３か月時点の退

院率については６８．９％以上とし、入院６か

月時点の退院率については８４．５％以上と

し、入院後１年時点の退院率については９１％

以上とすることを基本とする。 

国基本指針のとおり 

（市町村では設定不要） 

 

本市では、埼玉県の考え方のとおり成果目標を設定しないこととします。 
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（３）地域生活支援の充実 

障がいのある人の地域生活を支援する機能（相談、体験の機会・場、緊急時の受入・対応、専門性、

地域の体制づくり等）の集約を行う拠点等を確保・充実させるとともに、運用状況の検証及び検討等

を実施します。 

 

■国基本指針と県の考え方 

国基本指針の考え方 県の考え方 

① 令和８年度末までの間、各市町村において

地域生活支援拠点等を整備するとともに、コ

ーディネーターの配置、地域生活支援拠点等

の機能を担う障害福祉サービス事業所等の

担当者の配置、支援ネットワークなどによる

効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の

構築を進め、また、年一回以上、支援の実績

等を踏まえ運用状況を検証及び検討するこ

とを基本とする。 

② 強度行動障害を有する者の支援体制の充

実を図るためには、支援ニーズの把握を行

い、ニーズに基づく支援体制の整備を図るこ

とが必要であり、令和８年度末までに、各市

町村又は圏域において、強度行動障害を有

する者に関して、その状況や支援ニーズを把

握し、地域の関係機関が連携した支援体制の

整備を進めることを基本とする。 

国基本指針のとおり 

 

 

本市では、地域生活支援拠点を令和２年度に整備済です。引き続き、緊急時の受け入れをはじめ

とする機能の充実に努めます。 

また、地域生活支援拠点等の年1回以上の運用状況の検証及び検討については、国基本指針及び

埼玉県の考え方のとおり、年１回以上の検証及び検討の実施を目標とします。 

そして、強度行動障害を有する人の状況や支援ニーズを把握し、地域の関係機関が連携した支援

体制の整備を進めます。 
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■実績 

項目 
令和４年度 
末現在 

地域生活支援拠点等の確保 確保済 

運用状況の検証 １回／年実施 

 

 

■成果目標 

項目 
令和８年度 
成果目標 

備考 

地域生活支援拠点等における
支援体制及び緊急時の連絡体
制の構築 

構築 

コーディネーターの活用等による効果的な支援
体制を構築します。 
また、地域生活支援拠点の相談、緊急時の受け
入れ・対応、体験の機会・場、専門的人材の確
保・養成、地域の体制づくりの５つの機能の充
実を図ります。 

機能充実に向けた、運用状況の
検証・検討 

１回／年 
地域生活支援拠点の運用状況を、年１回検証・
検討します。 

強度行動障害を有する人に対す
る支援体制の整備 

整備 
支援ニーズを把握し、市または圏域において、
支援体制の整備を進めます。 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 

福祉施設に通所している障がいのある人が、就労移行支援事業などのサービスを利用することに

より、それぞれの意欲や能力に応じて働くことができるよう体制を支援し、障がいのある人の福祉

施設から一般就労への移行をめざします。 

こうした取組を踏まえ、障がいのある人の福祉施設から一般就労への移行・定着の令和８年度末

までの数値目標を設定します。 

 

■国基本指針と県の考え方 

国基本指針の考え方 県の考え方 

令和３年度の一般就労への移行実績の 1.28

倍以上とすることを基本とする。 

この際、就労移行支援事業所、就労継続支援

Ａ型事業及びＢ型事業について、各事業の趣

旨、目的、各地域における実態等を踏まえつ

つ、それぞれ令和８年度中に一般就労に移行す

る者の目標値も併せて定めることとする。 

就労移行支援事業については、令和３年度の

一般就労への移行実績の１.３１倍以上とするこ

とを基本とする。さらに、事業所ごとの実績の

確保・向上の観点から、就労移行支援事業所の

うち、就労移行支援事業利用終了者に占める一

般就労へ移行した者の割合が５割以上の事業

所を全体の５割以上とすることを基本とする。

また、就労継続支援Ａ型事業については令和３

年度の一般就労への移行実績の概ね１.２９倍以

上、就労継続支援Ｂ型事業については概ね

1.28倍以上を目指すこととする。 

また、障害者の一般就労への定着も重要であ

ることから、就労定着支援事業の利用者数及び

事業所ごとの就労定着率に係る目標値を設定

することとし、就労定着支援事業の利用者数に

ついては、令和３年度の実績の 1.41 倍以上と

することを基本とする。さらに、就労定着率が７

割以上の事業所を全体の２割５分以上とするこ

とを基本とする。都道府県等が地域の就労支援

のネットワークを強化し、雇用や福祉等の関係

機関が連携した支援体制の構築を推進するた

国基本指針のとおり。 

 



30 

 

め、協議会（就労支援部会）等を設けて取組を

進めることを基本とする。 

一般就労に移行する者の数に係る目標値の

設定に当たり、令和５年度末において、障害福

祉計画で定めた令和５年度までの数値目標が

達成されないと見込まれる場合は、未達成割合

を令和８年度末における各々の目標値に加え

た割合以上を目標値とする。 

 

本市では、国基本指針及び埼玉県の考え方のとおり設定します。 

令和８年度の一般就労への移行者数については、22 人を目標とします。就労移行支援事業利用

者の一般就労への移行者数については、令和８年度末の移行者数１８人を目標とします。 

就労移行支援事業所のうち、就労移行支援事業利用者に占める一般就労へ移行した者の割合が

50％以上の事業所の割合については、令和８年度末の全体の事業所の 50％を目標とします。 

就労継続支援Ａ型事業とＢ型事業利用者の一般就労への移行者数については、令和８年度末の移

行者数それぞれ 2人を目標とします。 

就労定着支援事業の利用者数については、令和８年度末の利用者数１０人を目標とします。 

就労定着率７割以上の就労定着支援事業所の割合については、令和８年度末の全体の事業所の 

１００％を目標とします。 

 

 

■実績 

項目 
令和３年度 
末現在 

一般就労移行者数 １３人 

うち、就労移行支援事業を通じた一般就労への
移行者数 

１３人 

うち、就労継続支援A型事業の一般就労移行者 
数 

０人 

うち、就労継続支援B型事業の一般就労移行者 
数 

０人 

就労移行支援事業所 ２事業所 

就労定着支援事業所 １事業所 

就労定着支援事業の利用者数 ７人 
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■成果目標 

 

項目 
令和８年度 
成果目標 

備考 

令和８年度の一般就労移行者数 22人 
令和３年度実績1３人の1.28倍以上
22人と設定します。 
（国基準：1.28倍以上） 

令和8年度の就労移行支援事業利用者
の一般就労への移行者数 

18人 
令和３年度実績１３人の1.31倍以上
18人と設定します。 
（国基準：1.31倍以上） 

令和8年度の就労継続支援A型事業利
用者の一般就労への移行者数 

2人 
令和３年度実績0人の1.29倍以上２
人と設定します。 
（国基準：1.29倍以上） 

令和8年度の就労継続支援B型事業利
用者の一般就労への移行者数 

2人 
令和３年度実績0人の1.28倍以上２
人と設定します。 
（国基準：1.28倍以上） 

 

就労移行支援事業利用終了者に占める
一般就労へ移行した者の割合が５割以
上の事業所の割合 

５割 
令和3年度の就労移行支援事業所数
2事業所のうち1事業所 
（国基準：５割以上） 

 

就労定着支援事業の利用者の増加 １０人 
令和３年度実績７人の1.41倍以上 
１０人と設定します。 
（国基準：1.41倍以上） 

 

就労定着率７割以上の就労定着支援事
業所の割合 

10割 
令和3年度の就労定着事業所数1事
業所のうち1事業所 
（国基準：全体の２．５割以上） 
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（５）障がい児支援の提供体制の整備等 

障がい児の健やかな育成のための発達支援を図るため、障がい児支援の提供体制の整備等につ

いて、目標を設定します。 

 

■国基本指針と県の考え方 

国基本指針の考え方 県の考え方 

① 令和８年度末までに、児童発達支援センタ

ーを各市町村に少なくとも１カ所以上設置す

ることを基本とする。なお、市町村単独での

設置が困難な場合には、圏域での設置であっ

ても差し支えない。地域の実情により児童発

達支援センターを未設置の市町村において

は、障害福祉主管部局等が中心となって、関

係機関の連携の下で児童発達支援センター

の中核的な支援機能と同等の機能を有する

体制を地域において整備することが必要で

ある。 

また、各市町村又は各圏域に設置された児

童発達支援センターや地域の障害児通所支

援事業所等が保育所等訪問支援等を活用し

ながら、令和８年度末までに、全ての市町村

において、障害児の地域社会への参加・包容

（インクルージョン）を推進する体制を構築す

ることを基本とする。 

② 「難聴児の早期発見・早期療育推進のため

の基本方針」（令和４年２月）に基づき、都道

府県は、難聴児の早期発見・早期療育を総合

的に推進するための計画を策定すること。当

該計画を障害児福祉計画に盛り込む場合に

は、当該基本方針における基本的な取組及

び地域の実情に応じた取組について明記す

る。その際、令和８年度末までに、県、また必

要に応じて指定都市において、児童発達支援

センター、特別支援学校（聴覚障害）等を活用

し、難聴児支援のための中核的機能を果たす

体制を確保すること及び新生児聴覚検査か

ら療育につなげる連携体制の構築に向けた

①国基本指針のとおり 

 

②国基本指針のとおり 

（県で対応予定） 

 

③国基本指針のとおり 

 

④については、国基本指針のとおり。なお、市

町村計画には、協議の場の設置及び医療的

ケア児等コーディネーターの配置という記載

だけでなく、各市町村で医療的ケア児とその

家族のニーズに応えることができ、個別支援

が可能となる体制を具体的に記載すること

が望ましい。 

 

⑤国基本指針のとおり 

（県で対応予定） 
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取組を進めることを基本とする。 

③ 令和８年度末までに、主に重症心身障害児

を支援する児童発達支援事業所及び放課後

等デイサービス事業所を各市町村に少なくと

も１カ所以上確保することを基本とする。な

お、市町村単独での設置が困難な場合には、

圏域での設置であっても差し支えない。 

④ 令和８年度末までに、県は医療的ケア児支

援センターを設置し、医療的ケア児等の支援

を総合調整するコーディネーターを配置する

こと、県及び各市町村において、保健、医療、

障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携

を図るための協議の場を設けるとともに、医

療的ケア児等に関するコーディネーターを配

置することを基本とする。なお、市町村単独

での設置が困難な場合には、県が関与した上

での、圏域での設置であっても差し支えな

い。 

⑤障害児入所施設に入所している児童が１８歳

以降、大人にふさわしい環境へ円滑に移行で

きるように、令和8年度末までに各都道府県

及び各指定都市において、移行調整に係る

協議の場を設置することを基本とする。 

 

本市では、国基本指針及び埼玉県の考え方のとおり設定します。 

障がい児の支援のための地域支援体制の構築、保育・保健医療・教育・就労支援等の関係機関と

連携した支援、地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進が必要です。 

児童発達支援センターには、地域におけるインクルージョン推進の中核機関として、保育所や認定

こども園、放課後児童健全育成事業、幼稚園、小学校及び特別支援学校等に対し、障害児及び家族

の支援に関する専門的支援や助言を行う機能が求められています。児童発達支援センターをはじめ

とする障害児通所支援事業所等が、保育所等訪問支援等を活用し、保育所等の育ちの場において連

携・協力しながら支援を行う体制を構築することが必要です。 

また、重症心身障害児や医療的ケア児など、特別な支援が必要な障がい児に対する支援体制の整

備、障がい児相談支援の提供体制の確保が必要となります。 

例えば、医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、関係分野の支援を調整するコ

ーディネーターとして養成された相談支援専門員、保健師、訪問看護師等の配置を促進する必要が

あります。 

そこで、障がい児支援の提供体制の整備等として次の目標を設定します。 
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■実績 

項目 
令和４年度 
末現在 

児童発達支援センター設置 設置済 

保育所等訪問支援体制の構築 構築済 

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所
の確保 

確保済 

医療的ケア児が適切な支援を受けるための関係機
関の協議の場の設置 

設置済 

医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置 配置済 

 

■成果目標 

項目 
令和８年度 
成果目標 

備考 

児童発達支援センターの設置 設置済 平成27年４月に、設置済です。 

障がい児の地域社会への参加・包容 
（インクルージョン）の推進体制の構築 

構築 

児童発達支援センターの地域でのイ
ンクルージョン推進の中核としての機
能を充実するとともに、保育所等の
育ちの場において、連携、協力しなが
ら、支援を行う体制を構築します。 

主に重症心身障がい児を支援する児童
発達支援事業所・放課後等デイサービス
事業所の設置 

確保済 
 

市内または圏域に5か所以上設置す
ることを目標とします。 
令和2年度 伊奈町に１か所設置 
令和３年度 上尾市に1か所設置 
        伊奈町に１か所設置 
令和５年度 上尾市に1か所設置 

医療的ケア児等に関するコーディネータ
ーの配置 

配置済 
令和元年度から委託相談所等に配置
済です。 

医療的ケア児が適切な支援を受けるた
めの関係機関の協議の場の設置 

設置済 令和元年度に設置済です。 

                                                                                           

※圏域 

施策の推進・連携を図る観点から、市町村より広域的な行政単位として県内を 10 地域に分

けた「障害保健福祉圏域」が設定されています。北本市は県央障害保健福祉圏域（鴻巣市、上尾

市、桶川市、北本市、伊奈町）に含まれています。 
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（６）相談支援体制の充実・強化等 

障害福祉サービスの提供体制の確保とともに、これらのサービスの適切な利用を支え、また、各種

ニーズに対応する相談支援体制について、目標を設定します。 

 

■国基本指針と県の考え方 

国基本指針の考え方 県の考え方 

相談支援体制を充実・強化するため、令和８

年度末までに、各市町村において、総合的な相

談支援、地域の相談支援体制の強化及び関係

機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの

役割を担う基幹相談支援センターを設置（複数

市町村による共同設置可）するとともに、基幹

相談支援センターが別表第一の九の各項に掲

げる地域の相談支援体制の強化を図る体制を

確保することを基本とする。 

なお、基幹相談支援センターを設置するまで

の間においても、各市町村において地域の相談

支援体制の強化に努めること。 

また、地域づくりに向けた協議会の機能をよ

り実効性のあるものとするため、協議会におい

て、別表第一の九の表に掲げる個別事例の検

討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等を

行う取組を行うとともに、これらの取組を行う

ために必要な協議会の体制を確保することを

基本とする。 

国基本指針のとおり 

 

 

■別表第一の九 相談支援体制の充実・強化のための取組 

基幹相談支援センター

の設置 

基幹相談支援センターの設置有無の見込みを設定する。 

基幹相談支援センター

による地域の相談支援

体制の強化 

基幹相談支援センターによる地域の相談支援事業所に対する訪問等

による専門的な指導・助言件数、地域の相談支援事業所の人材育成の

支援件数、地域の相談機関との連携強化の取組の実施回数、個別事例

の支援内容の検証の実施回数の見込みを設定する。 

基幹相談支援センターにおける主任相談支援専門員の配置数の見

込みを設定する。 
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本市では、国基本指針及び埼玉県の考え方のとおり設定します。 

本市では、地域における相談支援体制を充実・強化するため、総合的・専門的な相談支援や地域の

相談支援体制の強化を担う機関として、基幹相談支援センターを設置し、地域における相談支援体

制の充実・強化を図っています。今後は、個別事例の検討を通じて、地域における障がい者の支援体

制の整備の取組を着実に進めていく必要があります。 

 

 

■成果目標 

項目 
令和８年度 
成果目標 

備考 

基幹相談支援センターの設置 設置済 
令和２年４月に基幹相談支援センター
を設置済です。 

個別事例の検討を通じた地域サービス
基盤の開発・改善等を行うための協議
会の体制確保 

確保 
個別事例の検討を通じて、地域にお
ける障がい者支援体制の整備の取組
を進めます。 
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（７）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

障害福祉サービスが多様化し、多くの事業所が参入する中で、改めて障害者総合支援法の理念の

もと、利用者が本当に必要とするサービスを提供することが重要です。そのため、国の基本方針では

各種研修の活用や、請求の過誤をなくすための取組を求めています。 

 

■国基本指針と県の考え方 

国基本指針の考え方 県の考え方 

県及び市町村の職員は、障害者総合支援法

の具体的な内容を理解するための取組を行い、

障害福祉サービス等の利用状況を把握し、障害

者等が真に必要とする障害福祉サービス等が

提供できているのか検証を行っていくことが望

ましい。 

また、県は管内市町村と連携しつつ、相談支

援専門員やサービス管理責任者等について、地

域のニーズを踏まえて計画的に養成する必要

がある。さらに、障害福祉サービス等の提供に

あたっては、意思決定支援の適切な実施が重要

であり、障害福祉サービス事業者、相談支援事

業者等に対する「障害福祉サービス等の提供に

係る意思決定支援ガイドライン」の普及啓発に

取り組むとともに、相談支援専門員やサービス

管理責任者及び児童発達支援管理責任者に対

する意思決定支援に関する研修を推進してい

く必要がある。 

そこで、利用者が真に必要とする障害福祉サ

ービス等を提供していくため、令和８年度末ま

でに、基本指針別表第一の十の表各項に掲げ

る障害福祉サービス等の質を向上させるため

の取組に関する事項を実施する体制を構築す

ることを基本とする。 

国基本指針のとおり。ただし、「活動指標の県

による相談支援専門員研修（初任者・現任・主

任）及びサービス管理責任者・児童発達支援管

理責任者研修（基礎・実践・更新）修了者数」及

び「県による相談支援専門員及びサービス管理

責任者・児童発達支援管理責任者への意思決

定支援ガイドライン等を活用した研修の実施回

数及び修了者数」は県が対応予定。 
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■別表第一の十 障害福祉サービスの質を向上させるための取組 

障害福祉サービス等に

係る各種研修の活用 

都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る研修その他の研修

への市町村職員の参加人数の見込みを設定する。 

計画的な人材養成の推

進（県が対応予定） 

 

都道府県による相談支援専門員研修（初任者・現任・主任）及びサー

ビス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修（基礎・実践・更新）修了

者数の見込みについて定める。 

都道府県による相談支援専門員及びサービス管理責任者・児童発達

支援管理責任者への意思決定支援ガイドライン等を活用した研修の実

施回数及び修了者数の見込みを設定する。 

障害者自立支援審査支

払等システムによる審

査結果の共有 

障害者自立支援審査支払等システム等による審査結果を分析してそ

の結果を活用し、事業所や関係自治体等と共有する体制の有無及びそ

の実施回数の見込みを設定する。 

指導監査結果の関係市

町村との共有 

（県が対応予定） 

都道府県等が実施する指定障害福祉サービス事業者及び指定障害

児通所支援事業者等に対する指導監査の適正な実施とその結果を関

係自治体と共有する体制の有無及びその共有回数の見込みを設定す

る。 

 

 

本市では、県と連携しながら職員が研修等を活用し、障害福祉サービスに係る知識の習得を図り

ます。また、障害者自立支援審査支払等システム等による審査結果を事業所と共有し、適正な運営を

行う事業所を増やすことで、請求の過誤に伴う事務負担を軽減し、業務の効率化とサービスの質の

向上を図ります。 

 

■実績 

項目 
令和４年度 
末現在 

障害福祉サービス等の質の向上を図る
ための体制構築 

構築済 

 

■成果目標 

項目 
令和８年度 
成果目標 

備考 

サービスの質向上のための体制構築 構築 

都道府県等が実施する研修等への
参加を通じて、理解の向上を図りま
す。 
障害者自立支援審査支払等システ

ム等を活用し、利用状況の把握・検証
を行います。 
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６ 障害福祉サービス等の見込み量と確保方策 

 

本計画では、令和６年度(202４年度)から令和８年度(202６年度)までの各年度における障害福

祉サービス、計画相談支援、障害児相談支援及び障害児通所支援等について、その種類ごとに必要

な量を見込み、適切な実施を図ります。 

（１）訪問系サービス ①居宅介護 

②重度訪問介護 

③同行援護 

④行動援護 

⑤重度障害者等包括支援 

（２）日中活動系サービス ①生活介護 

②自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

③就労移行支援 

④就労選択支援【新規】 

⑤就労継続支援（Ａ型＝雇用型・Ｂ型＝非雇用型） 

⑥就労定着支援 

⑦療養介護 

⑧短期入所（福祉型・医療型） 

（３）居住系サービス ①自立生活援助 

②共同生活援助（グループホーム） 

③施設入所支援 

（４）相談支援 ①計画相談支援 

②地域移行支援 

③地域定着支援 

（５）地域生活支援拠点等 

（6）障がい児支援 ①児童発達支援 

②放課後等デイサービス 

③保育所等訪問支援 

④居宅訪問型児童発達支援 

⑤障害児相談支援 

⑥医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネータ

ーの配置 

⑦障がい児の子ども・子育て支援等 

（7）発達障がい者等に対する支援 

（8）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

（9）相談支援体制の充実・強化のための取組 

（10）障害福祉サービスの質を向上させるための取組 
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（１）訪問系サービス 

訪問系サービスは、在宅で訪問を受け、日常生活における介護などを受けるサービスです。具体

的には、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援があります。 

 

①居宅介護 

サービス内容 利用者像 

ホームヘルパーが訪問し、自宅で、入浴、排せ

つ、食事等の介護、調理等の家事その他の生活

全般にわたる援助を行います。 

障害支援区分が区分１以上（障がい児にあっ

てはこれに相当する支援の度合）である人等。 

 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、１か月あたり利用者数は６６人から７０人へと増加、利用日数

は、1,079時間から 1,003時間へと減少しています。 

１人あたりの月平均利用時間は、令和３年度が 16.3時間、令和４年度が 14.3時間となっていま

す。 

 

 

■サービス見込量 

アンケート調査結果からは、「居宅介護」の利用意向がうかがえます。また、在宅生活を希望する人

の割合が高いことから、利用意向を勘案し、利用者数・利用時間とも今後は増加傾向が想定されま

す。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 66 70 ７４ ７８ ８３ 

利用時間 1,079 1,003 1,332 1,404 1,494 

※見込量は１人あたりの平均利用時間を１8時間／月として計算 
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②重度訪問介護 

サービス内容 利用者像 

重度の肢体不自由者または重度の知的障が

いや精神障がいにより、行動上著しい困難を有

し、常に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、

排せつ、食事の介護等、また外出時における移

動中の介護を総合的に行います。 

障害支援区分が区分４以上で、二肢以上に麻

痺等があり、障害支援区分の認定調査項目のう

ち「歩行」「移乗」「排尿」「排便」のいずれも「支援

が不要」以外の人 等。 

 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、１か月あたり利用者数は３人で横ばい、利用時間は、375 時

間から 405時間へと増加しています。 

１人あたりの月平均利用時間は、令和３年度が１２５時間、令和４年度が１３５時間となっています。 

 

 

■サービス見込量 

利用者数、利用時間ともに今後は増加していくと想定されます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ３ ３ ３ ３ ４ 

利用時間 375 405 ４５０ ４５０ ６００ 

※見込量は１人あたりの月平均利用時間を１５０時間／月として計算 
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③同行援護 

サービス内容 利用者像 

視覚障がいにより移動に著しい困難がある

人に対し、外出に同行し、移動に必要な情報を

提供するとともに、移動の援護その他必要な援

助を行います。 

視覚障がいにより、移動に著しい困難を有す

る障がい者等であって、同行援護アセスメント

調査票による、調査項目中「視力障害」、「視野

障害」及び「夜盲」のいずれかが１点以上であ

り、かつ、「移動障害」の点数が１点以上の人。 

 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、１か月あたり利用者数は１２人から１１人に減少、利用時間は、

１４０時間から１１０時間へと減少しています。 

１人あたりの月平均利用時間は、令和３年度が１１．７時間、令和４年度が１０．０時間となっていま

す。 

 

 

■サービス見込量 

アンケート調査結果からは新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、様々な外出の機会が減少し

た人の割合が高くなっています。今後は外出機会が回復傾向に向かうこと等を勘案し、利用者数・利

用時間とも今後は増加していくと想定されます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 １２ １１ １２ １２ １３ 

利用時間 １４０ １１０ １８０ １８０ １９５ 

※見込量は１人あたりの平均利用時間を１５時間／月として計算 
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④行動援護 

サービス内容 利用者像 

知的障がい、精神障がいにより、行動上著し

い困難を有し、常に介護を必要とする人が行動

するときに、危険を回避するために必要な援

護、外出時における移動中の介護、排せつ、食

事等の介護その他必要な援助を行います。 

障害支援区分が区分３以上であって、障害支

援区分の認定調査項目のうち行動関連項目等

（12 項目）の合計点数が 10 点以上（障がい児

にあってはこれに相当する支援の度合）である

人。 

 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、１か月あたり利用者数は２１人から２３人に増加、利用時間は、

468時間から 425時間へと減少しています。 

１人あたりの月平均利用時間は、令和３年度が２２．３時間、令和４年度が１８．５時間となっていま

す。 

 

 

■サービス見込量 

アンケート調査結果からは新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、様々な外出の機会が減少し

た人の割合が高くなっています。また「行動援護」の利用経験、利用意向は増加傾向にあります。今

後は外出機会が回復傾向に向かうこと等を勘案し、利用者数・利用時間とも今後は増加していくと

想定されます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ２１ ２３ ２５ ２５ ２６ 

利用時間 468 425 ５７５ ５７５ ５９８ 

※見込量は１人あたりの平均利用時間を２３時間／月として計算 
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⑤重度障害者等包括支援 

サービス内容 利用者像 

常に介護を必要とし、意思の疎通を図ること

に著しい支障がある人で、四肢の麻痺や寝たき

りの状態にある、または、知的障がい、精神障

がいにより行動上著しい困難がある人に対し、

居宅介護、重度訪問介護、生活介護、短期入所

等複数のサービスを包括的に行います。 

障害支援区分が区分６（障がい児にあっては

区分６に相当する支援の度合）に該当する人の

うち、意思疎通に著しい困難を有する人であっ

て、四肢すべてに麻痺があり、寝たきり状態等

にある人。 

 

■利用実績 

本市をサービス提供地域とする事業所がなく、これまで利用実績はありません。 

 

■サービス見込量 

提供事業所が見込めないことからサービス量は見込みませんが、重度障がい者の行動を包括的に

支えるサービスとして、ニーズの把握に努めます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ０ ０ ０ ０ ０ 

利用時間 ０ ０ ０ ０ ０ 

 

◆訪問系サービスの確保方策等◆ 

 

○障がいのある人が、住み慣れた地域で日常生活を安心して送れるよう、サービス提供事業者等と

連携して基盤整備を推進し、介護・介助者の高齢化や、施設・病院からの在宅生活への移行者の増

加などを踏まえ、必要なサービス量の確保に努めます。また、利用者が適切なサービスを利用でき

るよう、情報提供を引き続き行います。 

○障がいのある人が高齢者となった際は、介護保険サービスの利用に移行するケースもあります。

障がいの特性および個々の状況に即して対応できるよう、ケアプラン・サービス等利用計画に基

づいて必要性を勘案し、必要な調整を実施します。また、地域自立支援協議会等を活用し、介護保

険サービス事業者に対しては、障害福祉サービスへの理解を求めていきます。 

○様々な困難事例への対応等を支援するため、基幹相談支援センターを中心に調整を行います。そ

の際には、必要に応じて、当該困難事例の支援関係者等による個別ケア会議を開催します。 

 

 



45 

 

（２）日中活動系サービス 

日中活動系サービスは、通所施設などで昼間の活動を支援するサービスを行います。具体的には、

生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、療養介護、短期入所があります。 

 

①生活介護 

サービス内容 利用者像 

常に介護を必要とする人に、昼間、障害者支

援施設等において、入浴、排せつ、食事等の介

護、調理等の家事その他の生活全般にわたる

援助を行うとともに、創作的活動または生産活

動の機会を提供します。 

地域や入所施設において、安定した生活を営

むため、常時介護等の支援が必要な人 

①障害支援区分３以上 

（施設へ入所する場合は区分４以上） 

②年齢が50歳以上の場合は、障害支援区分が

区分２以上（施設入所の場合は区分３以上） 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、１か月あたり利用者数は 163人から 171人に増加、利用時

間も、3,107時間から 3,226時間へと増加しています。 

１人あたりの月平均利用日数は、令和３年度が１９．０日、令和４年度が１８．９日となっています。 

 

 

■サービス見込量 

アンケート調査結果からは、「生活介護」の利用実績の増加と利用意向がうかがえます。利用者数

の実績の推移やサービスの利用意向を勘案し、利用者の増加を見込みます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 １６３ １７１ １７９ １８６ １９４ 

利用日数 3,107 3,226 3,580 3,720 3,880 

 

うち、重度障

がい者の利

用 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 22 26 ２７ ２８ ２９ 

利用日数 421 493 544 566 590 

※見込量は１人あたりの利用日数を２0日／月として計算 

※強度行動障害や高次脳機能障害、医療的ケアを必要とする人等を重度障害者とします。  
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②自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

 

 サービス内容 利用者像 

機
能
訓
練 

自立した日常生活または社会生活が送

れるように、一定期間、身体機能の向上の

ために必要な訓練を行います。 

理学療法や作業療法その他必要なリハ

ビリテーション、生活等に関する相談、助

言その他の必要な支援を行います。 

地域生活を営む上で、身体機能・生活能力

の維持・向上等のため、一定の支援が必要な

障がいのある人 

①入所施設・病院を退所・退院した人であっ

て、地域生活への移行等を図る上で、身体

的リハビリテーションの継続や身体機能の

維持・回復などの支援が必要な人 

②特別支援学校を卒業した人であって、地域

生活を営む上で、身体機能の維持・回復な

どの支援が必要な人  等 

生
活
訓
練 

自立した日常生活または社会生活が送

れるように、一定期間、生活能力の向上の

ために必要な訓練を行います。 

入浴、排せつ及び食事等に関する自立

した日常生活を営むために必要な訓練、

生活等に関する相談、助言その他の必要

な支援を行います。 

地域生活を営む上で、生活能力の維持・向

上等のため、一定の支援が必要な障がいのあ

る人 

①入所施設・病院を退所・退院した人であっ

て、地域生活への移行を図る上で、生活能

力の維持・向上などの支援が必要な人 

②特別支援学校を卒業した人、継続した通院

により症状が安定している人等であって、

地域生活を営む上で、生活能力の維持・向

上などの支援が必要な人 等 

 

■利用実績 

市内には自立訓練を実施している事業所はなく、市外の施設を利用していましたが、令和５年度

に市内に１か所の生活訓練を提供する事業所が開設されています。 

令和３年度から令和４年度にかけて、「機能訓練」の利用者数は０.25 人から 3 人、「生活訓練」が

３人から４人となっています。 

１人あたりの月平均利用日数は、「機能訓練」で令和３年度が１０．８日、令和４年度が１６．０日、「生

活訓練」で令和３年度が１７．０日、令和４年度が１４．５日となっています。 
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■サービス見込量 

今後は、利用者数の実績の推移と市内に「生活訓練」の事業所が開設されたこと等を踏まえ、「機

能訓練」、「生活訓練」ともに増加傾向で推移すると想定し、サービス量を見込みます。 

（１か月あたり） 

機能訓練 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ０.25 ２ ２ ３ ３ 

利用日数 2.7 ３２ ３２ ４８ ４８ 

※見込量は１人あたりの利用日数を１６日／月として計算 

 

 

生活訓練 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ３ 5 ８ ９ １０ 

利用日数 ５１ 74 １３６ １５３ １７０ 

 

生活訓練 

うち、精神障

がい者の利

用 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 2 5 ７ ８ ９ 

利用日数 26 74 119 136 153 

※見込量は１人あたりの利用日数を１７日／月として計算 
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③就労移行支援 

 

サービス内容 利用者像 

一般企業等への就労を希望する人に、生産

活動、職場体験、その他の活動の機会の提供、

その他の就労に必要な知識、能力の向上のた

めに必要な訓練、求職活動に関する支援、適性

に応じた職場の開拓、就職後における職場への

定着のために必要な相談、その他の必要な支

援を行います。 

①就労を希望する人で、単独で就労することが

困難であるため、就労に必要な知識、技術の

習得、就労先の紹介その他の支援が必要な

65 歳未満の人 

②あん摩マッサージ指圧師免許、はり師免許、

きゅう師免許を取得することにより、就労を

希望する人 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、1 か月あたり利用者数は３１人で横ばい、利用日数は、５３０

日から５００日へと微減となっています。 

１人あたりの月平均利用日数は、令和３年度が１７．０日、令和４年度が１６．０日となっています。 

 

 

■サービス見込量 

令和４年の障害者雇用促進法の一部改正により、令和６年４月以降、法定雇用率が段階的に引き

上げられることとなっていることから、今後の利用者数は微増傾向を見込みます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ３１ ３１ ３２ ３３ ３４ 

利用日数 ５３０ ５００ ６４０ ６６０ ６８０ 

※見込量は１人あたりの利用日数を２０日／月として計算 
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④就労選択支援【新規】 

 

サービス内容 利用者像 

障がい者本人が就労先・働き方についてより

良い選択ができるよう、就労アセスメントの手

法を活用して、本人の希望、就労能力や適性等

に合った選択を支援する新たなサービスです。 

障害者部会報告書（令和４年６月）では、「サ

ービスの利用期間は、概ね２週間（最大でも２

か月）程度とする」とされています。 

就労移行支援又は就労継続支援を利用する

意向を有する人及び現に就労移行支援又は就

労継続支援を利用している人 

 

■利用実績 

令和６年度以降新設される見込み（施行期日が未定）のサービスで、利用実績はありません。 

 

 

■サービス見込量 

サービスの認知度が向上するにつれて、就労移行支援又は就労継続支援を利用している、または

利用を希望する人の中から一定数の利用があり、今後増加していくと想定し、サービス量を見込み

ます。 

（年あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ― ― １０ １１ １２ 

利用日数 ― ― ２００ ２２０ ２４０ 

※見込量は１人あたりの利用日数を２０日／年として計算 

※見込量は、就労移行支援利用者、就労継続支援利用者の１割程度の利用を想定し計算 
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⑤就労継続支援（Ａ型＝雇用型・Ｂ型＝非雇用型） 

 

 サービス内容 利用者像 

A

型 

一般企業等で就労が困難な人に、

生産活動その他の活動の機会の提

供、その他就労に必要な知識、能力

の向上のために必要な訓練その他の

必要な支援を行います。 

就労継続支援Ａ型は、事業所内に

おいて雇用契約に基づき就労の機会

が提供され、これらの経験を積むこ

とで一般就労に必要な知識・能力が

高まった場合には、一般就労に向け

た支援が提供されます。 

企業等で就労することが困難な人であって、雇

用契約に基づき、継続的に就労することが可能な

65 歳未満の人（利用開始時 65 歳未満の人）。具

体的には次のような例が挙げられます。 

①就労移行支援事業を利用したが、企業等の雇用

に結びつかなかった人 

②特別支援学校を卒業して就職活動を行ったが、

企業等の雇用に結びつかなかった人 

③企業等を離職した人など就労経験のある人で、

現に雇用関係がない人 等 

B

型 

就労継続支援Ｂ型は、雇用契約は

結ばず、就労の機会が提供されま

す。 

これらを通じて、就労に必要な知

識・能力が高まった場合には、就労に

向けた支援が提供されます。 

就労移行支援事業等を利用したが一般企業等の

雇用に結びつかない人や、一定年齢に達している

人などであって、就労の機会等を通じ、生産活動に

かかる知識及び能力の向上や維持が期待される

人。具体的には次のような例が挙げられます。 

①就労経験がある人であって、年齢や体力の面で

一般企業に雇用されることが困難となった人 

②50歳に達している人、または障害基礎年金1級

受給者 

③ ①②のいずれにも該当しない人であって、就労

移行支援事業者等によるアセスメントにより、就

労面に係る課題等の把握が行われている人 

④障害者支援施設に入所する人については、指定

特定相談支援事業者によるサービス等利用計画

の作成の手続きを経た上で、市町村が利用の組

み合わせの必要性を認めた人 等 
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■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、１か月あたり利用者数は「A 型」が１８人から１７人に微減、利

用時間は、３１９日から３２６日へと微増しています。 

また、「B 型」は、７２人から７６人に増加、利用時間も、１，１３４日から１，２４３日へと増加していま

す。 

１人あたりの月平均利用時間は、「A 型」が令和３年度１７．９日、令和４年度が１９．４日、「B 型」が

令和３年度１５．８日、令和４年度が１６．３日となっています。 

 

 

■サービス見込量 

就労継続支援Ａ型については、市内には事業所がないものの、利用実績は近年安定していますが、

就労志向の高まりから、今後増加していくと想定し、サービス量を見込みます。 

就労継続支援Ｂ型については、利用実績は増加傾向であることから、今後も増加していくと想定し、

サービス量を見込みます。 

（１か月あたり） 

A型 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 １８ １７ １８ １９ ２０ 

利用日数 ３１９ ３２６ ３６０ ３８０ ４００ 

※見込量は１人あたりの利用日数を２０日／月として計算 

 

B型 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ７２ ７６ ８０ ８３ ８７ 

利用日数 １，１３４ １，２４３ 1,360 1,411 1,479 

※見込量は１人あたりの利用日数を１７日／月として計算 
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⑥就労定着支援 

 

サービス内容 利用者像 

一般企業等へ就労した人の就労に伴う生活

面の課題を把握するとともに、企業・自宅等へ

の訪問等により、生活リズム、家計や体調の管

理などに関する課題解決に向けて、必要な連絡

調整や指導・助言等の支援を行います。 

就労移行支援等の利用を経て一般就労に移

行した人で、就労に伴う環境の変化により生活

面の課題が生じている人 

 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、１か月あたり利用者数は７人から１３人に増加しています。 

 

 

■サービス見込量 

本サービスの利用者が、今後も増加していくと想定し、サービス量を見込みます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ７ １３ １５ １９ ２４ 

利用日数 154 286 330 418 528 

※見込量は１人あたりの利用日数を２２日／月として計算 
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⑦療養介護 

 

サービス内容 利用者像 

医療を必要とし、常に介護を必要とする人

に、昼間、病院等において、機能訓練、療養上の

管理、看護、医学的管理の下における介護及び

日常生活の世話を行います。 

医療及び常時介護を必要とする障がいのあ

る人のうち、長期の入院による医療的ケアを要

する人で、ＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）患者等

気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を

行っている障害支援区分６、あるいは筋ジスト

ロフィー患者・重症心身障がい者で障害支援区

分５以上の人 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、１か月あたり利用者数は６人で横ばいとなっています。 

 

 

■サービス見込量 

今後も横ばいの傾向であると想定し、サービス量を見込みます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ６ ６ ６ ６ ６ 
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⑧短期入所（福祉型・医療型） 

 

 サービス内容 利用者像 

福
祉
型 

自宅で介護する人が病気の場合な

どに、短期間、夜間も含め、障害者支

援施設等で入浴、排せつ、食事の介

護その他の必要な支援を行います。 

介護を行う人が疾病その他の理由により、施設

への短期間の入所を必要とし、次に掲げる人。 

①障害支援区分が区分 1以上である人 

②障がい児に必要とされる支援の度合いに応じて

厚生労働大臣が定める区分における区分 1以上

に該当する障がい児 
医
療
型 

自宅で介護する人が病気の場合な

どに、短期間、夜間も含め、病院、診

療所、介護老人保健施設において入

浴、排せつ、食事の介護その他の必

要な支援を行います。 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、１か月あたり利用者数は「福祉型」で７人から１４人に増加、利

用日数も、７１日から１６６日へと増加傾向となっています。また「医療型」では、１か月あたり利用者

数は３人で横ばい、利用日数は、１７日から１９日へと微増傾向となっています。 

１人あたりの月平均利用時間は、「福祉型」で令和３年度が 7.1 日、令和４年度が 10.4 日、「医療

型」で令和３年度が５．7日、令和４年度が４．６日となっています。 

 

■サービス見込量 

短期入所は、施設や病院からの地域移行の促進、アンケート調査結果における利用意向を踏まえ

ると、今後も利用者数は増加していくと想定し、サービス量を見込みます。 

（１か月あたり） 

福祉型 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 10 16 19 20 21 

利用日数 ７１ １６６ 228 240 252 

※見込量は１人あたりの利用日数を１２日／月として計算 

 

福祉型 

うち、重度障

がい者の利

用 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 3 2 ７ ８ ９ 

利用日数 13 23 ８４ ９６ １０８ 

※見込量は１人あたりの利用日数を１２日／月として計算 
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（１か月あたり） 

医療型 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ３ 5 ５ ７ ９ 

利用日数 １７ 23 ３０ ４２ ５４ 

※見込量は１人あたりの利用日数を６日／月として計算 

 

医療型 

うち、重度障

がい者の利

用 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 3 5 ５ ７ ９ 

利用日数 17 23 ３０ ４２ ５４ 

※見込量は１人あたりの利用日数を６日／月として計算 

 

 

 

◆日中活動系サービスの確保方策等◆ 

 

○日中活動系サービスは、障がいのある人の日常生活を支える基本的なサービスです。今後、地域

移行が進められるなかで、日中活動系サービスの需要は増加していくと予想されることから、関

係団体、関係機関と連携を図りながら、市内における日中活動系サービス事業所の充実に向け取

り組みます。また、市内に不足するサービス種別については、引き続きサービス提供事業者等への

情報提供等を通じて誘致を図るなど、提供体制の確保に努めます。 

○「北本市における障がい者就労施設等からの物品等の調達指針」に基づき、障がい者就労施設等

からの物品調達を推進することにより、作業工賃を伸ばすための事業を支援します。 

○障がいのある人の就労の機会の拡大を図り、安心して働き続けられるよう就労支援や定着支援体

制の充実を図ります。また、北本市障がい者就労支援センター、ハローワーク、埼玉障害者職業セ

ンター、特別支援学校等の関係機関と連携しながら、就労系サービス事業所との連携と支援の強

化に努めます。 

○短期入所については、一時的に介護できない状態になった場合に、身近なところでスムーズに利

用できる施設を確保できるよう、今後も地域の理解を深めながら、事業者による整備を促進しま

す。 
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（３）居住系サービス 

①自立生活援助 

 

サービス内容 利用者像 

障害者支援施設やグループホーム等から一

人暮らしへの移行を希望する人について、本人

の意思を尊重した地域生活を支援するため、一

定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時

の対応により、利用者の理解力、生活力等を補

うため適時のタイミングで適切な支援を行いま

す。 

障害者支援施設やグループホーム等を利用

していた人で、一人暮らしを希望する人 等 

 

■利用実績 

平成 30年度に創設されて以降、利用者はありません。 

 

 

■サービス見込量 

利用実績はなく、市内には自立生活援助を実施している事業所はないものの、アンケート調査結

果においても近い将来「ひとりで自立して暮らしたい」との希望が増加傾向にあり、一定の需要があ

ると想定し、サービス量を見込みます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ０ ０ ２ ２ ２ 

 

うち、精神障

がい者の利

用 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ０ ０ １ １ １ 
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②共同生活援助（グループホーム） 

 

サービス内容 利用者像 

主として、夜間や休日に、共同生活を行う住

居において、相談、入浴、排せつ、食事の介護そ

の他の日常生活上の援助を行います。 

障がいのある人で、共同生活を営む住居の

利用を希望する人。ただし、身体に障がいのあ

る人の利用は、65 歳未満の人、または 65 歳

に達する日の前日までに障害福祉サービス等

を利用したことがある人に限られます。 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、１か月あたり利用者数は５１人から５８人に増加しています。 

 

 

■サービス見込量 

アンケート調査結果における利用意向（特に４０歳代以下の若い世代の利用意向）の高さや利用実

績等を踏まえ、今後も利用者が増加していくと想定し、サービス量を見込みます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ５１ ５８ ６５ ７０ ７４ 

 

うち、精神障

がい者の利

用 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 13 16 17 18 19 

 

うち、重度障

がい者の利

用 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 3 3 ４ ４ ５ 

※強度行動障害や高次脳機能障害、医療的ケアを必要とする人等を重度障害者とします。 
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③施設入所支援 

 

サービス内容 利用者像 

施設に入所する障がいのある人に対して、主

として、夜間において、入浴、排せつ、食事等の

介護、生活等に関する相談・助言その他の必要

な日常生活上の支援を行います。 

夜間において、介護が必要な人、通所が困難

である自立訓練または就労移行支援の利用者 

①生活介護利用者のうち、障害支援区分４以上

の人（50歳以上の場合は、区分３以上） 

②自立訓練または就労移行支援の利用者で、

入所により訓練等を実施することが必要で

効果的であると認められる人。または、地域

の社会資源の状況等により、通所することが

困難である人 等 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、１か月あたり利用者数は５０人から６１人に増加しています。 

 

■サービス見込量 

グループホーム等、地域生活への移行が困難な人や、施設への入所を必要とする人も多いことや、

利用実績等を踏まえ、今後も利用者が増加していくと想定し、サービス量を見込みます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ５０ ６１ ６８ ７３ ７７ 

 

 

◆居住系サービスの確保方策等◆ 

 

○共同生活援助（グループホーム）については、令和５年１０月１日現在で、市内に５か所（定員31人）

が整備されているところですが、地域生活への移行を進めるための重要な役割が期待されるため、

市内あるいは近隣市等で活動する社会福祉法人等にグループホームの設置を引き続き働きかけ

ます。 

○施設入所支援についても、障害支援区分に基づき、必要な人が施設入所できるよう、埼玉県の障

害者支援施設等入所調整制度を活用するなど、県との調整により、施設入所支援を進めます。 
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（４）相談支援 

①計画相談支援 

 

サービス内容 

サービス利用支援 

障害福祉サービス等の支給決定前に、障がいのある人の心身の状況、その置かれている環境

等を勘案し、利用するサービスの内容等を定めたサービス等利用計画案を作成します。支給決定

が行われた後には、サービス提供事業者等との連絡調整等を行うとともに、当該支給決定等の内

容を反映したサービス等利用計画の作成等を行います。 

 

継続サービス利用支援 

サービス等利用計画が適切であるかどうかを一定期間ごとに検証（モニタリング）し、その結果

等を勘案してサービス等利用計画の変更等を行います。 

 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、１か月あたり利用者数は８７人から９８人に増加しています。 

 

 

■サービス見込量 

今後も、障がい者数は増加傾向が見込まれ、障害福祉サービスの利用者の増加とともに、着実に

サービス利用は増加していくと想定し、サービス量を見込みます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ８７ ９８ １００ １０１ １０２ 

※見込量は令和元年度～令和４年度の障害者手帳所持者平均増加率を基に計算 
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②地域移行支援 

 

サービス内容 

障害者支援施設や精神科病院等に入所・入院等している障がいのある人に対して、住居の確保

その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談その他の便宜を供与します。 

 

 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、サービス利用実績はありません。 

 

 

■サービス見込量 

令和３年度から令和４年度にかけての利用実績はありませんが、令和元年度に利用実績があるこ

とから、今後も利用者を想定し、サービス量を見込みます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ０ ０ ２ ２ ３ 

 

うち、精神障

がい者の利

用 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ０ ０ １ １ １ 
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③地域定着支援 

 

サービス内容 

居宅において単身等の状況で生活する障がいのある人に対して、当該障がいのある人との常

時の連絡体制を確保し、障がいの特性に起因して生じた緊急の事態等において相談その他の便

宜を供与します。 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、サービス利用実績はありません。 

 

 

■サービス見込量 

令和３年度から令和４年度にかけての利用実績はありませんが、今後は地域移行支援の利用から

地域定着支援へと移行する人がいることを想定し、サービス量を見込みます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ０ ０ ２ ２ ３ 

 

うち、精神障

がい者の利

用 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ０ ０ １ １ １ 

 

◆相談支援の確保方策等◆ 

 

〇自立支援協議会において、計画相談支援事業所の開設説明会を令和５年度に実施しました。今後、

開設希望事業所からの相談など、開設支援に努めます。 

〇「計画相談支援」については、サービス等利用計画の作成を必要とする人が、適切に相談支援事業

所を利用できるよう、人材育成・体制の充実に努めます。 

〇また、「地域移行支援」「地域定着支援」については、施設や病院から地域生活へ移行し、安心して

生活を継続するために必要な相談支援を受けることができるよう、体制の充実を図るとともに、

グループホーム等の居住の場の確保や、地域生活への移行と定着を推進します。 

〇障がい者の個々の状況に応じた適切な相談支援を行えるよう、家族への支援も含め、関係機関と

の連携強化を図ります。 
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（５）地域生活支援拠点等 

障がいのある人の地域生活を支援する機能（相談、体験の機会・場、緊急時の受入・対応、専門性、

地域の体制づくり等）の集約を行う拠点等を確保・充実させるとともに、運用状況の検証及び検討等

を実施します。 

 

 

■利用実績 

地域生活支援拠点は令和２年度に整備済です。 

コーディネーターは令和４年度までに２人配置済です。 

 

■サービス見込量 

鴻巣・北本地域における複数の機関が分担して機能を担う体制（面的整備型）であることから、地

域生活支援拠点は１か所となります。今後も、基幹相談支援センターに配置しているコーディネータ

ーを活用し、関係機関の連携等を進め、効果的な支援体制を構築していきます。また、支援の実績等

を踏まえた検証・検討を年に１回実施します。 

 

（１年あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

地域生活支

援拠点 

か所数 

1 １ １ １ １ 

コーディネー

ター 

配置人数 

２ ２ ２ ２ ２ 

支援の実績

等を踏まえ

た検証・検討

実施回数 

― ― １ １ １ 
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（６）障がい児支援 

 

①児童発達支援 

 

サービス内容 利用者像 

日常生活における基本的な動作の指導、知

識技能の付与、集団生活への適応訓練その他

の必要な支援を行います。 

療育の観点から集団療育、個別療育を行う

必要があると認められる未就学の児童。具体的

には次のような例が挙げられます。 

①市町村等が行う乳幼児健診等で療育の必要

があると認められた児童 

②保育所や幼稚園に在籍しているが、指定児童

発達支援事業所において、専門的な療育・訓

練を受ける必要があると認められた児童 

 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、１か月あたり利用者数は２６人から３３人に増加、利用時間は、

１８９時間から２２８時間へと増加傾向となっています。 

１人あたりの月平均利用時間は、令和３年度が７．４日、令和４年度が６．９日となっています。 

 

 

■サービス見込量 

今後も利用者の増加傾向が続くものと想定し、サービス量を見込みます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ２６ ３３ ４３ ４７ ５１ 

利用日数 １８９ ２２８ ３４７ ３７６ ４０８ 

※見込量は１人あたりの利用日数を８日／月として計算 
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②放課後等デイサービス 

 

サービス内容 利用者像 

学校の授業終了後や夏休み等の長期休暇中

に、生活能力向上のために必要な訓練や、社会

との交流の促進その他の必要な支援を行いま

す。 

学校教育法第１条に規定している学校（幼稚

園、大学を除く。）に就学しており、授業の終了

後や休業日に支援が必要と認められた児童 

 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、１か月あたり利用者数は８１人から９０人に増加、利用日数は、

１，１９８日から１，２５９日へと増加しています。 

１人あたりの月平均利用日数は、令和３年度が１４．８日、令和４年度が１３．９日となっています。 

 

 

■サービス見込量 

利用実績は増加傾向となっており、アンケート調査からも利用ニーズが高いことを踏まえ、増加傾

向が続くものと想定し、サービス量を見込みます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ８１ ９０ １１２ １２５ １３９ 

利用日数 １，１９８ １，２５９ 1,681  1,873  2,086  

※見込量は１人あたりの利用日数を１５日／月として計算 
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③保育所等訪問支援 

 

サービス内容 利用者像 

保育所等を訪問し、障がい児に対して、障が

い児以外の児童との集団生活への適応のため

の専門的な支援その他の必要な支援を行いま

す。 

保育所、幼稚園、小学校、特別支援学校、認

定こども園、乳児院、児童養護施設 その他の

児童が集団生活を営む施設に通う障がい児で

あって、施設において、専門的な支援が必要と

認められた児童 

 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、１か月あたり利用者数は１８人から１９人に増加、利用日数は、

３４日から３５日へと微増しています。 

１人あたりの月平均利用日数は、令和３年度、令和４年度ともに１．９日となっています。 

 

 

■サービス見込量 

今後も微増傾向と想定し、サービス量を見込みます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 １８ １９ ２２ ２３ ２５ 

利用日数 ３４ ３５ ４３ ４７ ５１ 

※見込量は１人あたりの利用日数を２日／月として計算 
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④居宅訪問型児童発達支援 

 

サービス内容 利用者像 

重度の障がい等の状態にあり、障害児通所

支援を利用するために外出することが著しく困

難な児童に対して、居宅を訪問し、日常生活で

の基本的な動作の指導、知識技能の付与等の

支援を行います。 

重症心身障がい児などの重度の障がい児等

で、児童発達支援等の障害児通所支援を受け

るために外出することが著しく困難な児童 

 

 

■利用実績 

圏域にサービス提供事業所がなく、これまでサービス利用実績はありません。 

 

 

■サービス見込量 

提供事業所の確保が見込めないことから、大幅な利用者の増加がないことを想定し、サービス量

を見込みます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ０ ０ ２ ２ ２ 

利用日数 ０ ０ ２ ２ ２ 

※見込量は１人あたりの利用日数を１日／月として計算 
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⑤障害児相談支援 

 

 サービス内容 

障害児支援利用援助 

障害児通所支援の支給決定前に、障害児支援利用計画案を作成

し、支給決定後には、サービス事業者等との連絡調整等を行うとと

もに、障害児支援利用計画の作成を行います。 

継続障害児支援利用援助 
支給決定されたサービス等の利用状況の検証（モニタリング）を

行い、サービス事業者等との連絡調整などを行います。 

 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、１か月あたり利用者数は２２人から２８人に増加しています。 

 

 

■サービス見込量 

今後も、障害児通所支援サービスの利用者の増加に伴い、増加傾向を想定し、サービス量を見込

みます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ２２ ２８ ４０ ４６ ５２ 
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⑥医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配

置 
 

サービス内容 

医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターとして養成された相談支 

援専門員等を配置し、医療的ケア児に対する支援を行います。 

 

 

■利用実績 

令和３年度、令和４年度に、それぞれ４人の配置があります。 

 

 

■サービス見込量 

医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、コーディネーターとして養成された相

談支援専門員、保健師、訪問看護師等の配置を促進します。 

 

（年間） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

医療的ケア

児に対する

関連分野の

支援を調整

するコーディ

ネーターの配

置（累計） 

４ ４ 5 5 6 
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⑦障がい児の子ども・子育て支援等 

子ども・子育て支援等における特定教育・保育施設などの障がい児への提供体制は以下のとおり

です。 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、「保育所等（保育所・認定こども園）」の利用者数は２８人から

３５人に増加しています。また、「放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）」の利用者数は１５人

から１６人に微増しています。 

 

 

■サービス見込量 

子ども・子育て支援等の利用を希望する障がい児または保護者の希望に沿った利用ができるよう、

利用ニーズを踏まえ、受け入れ体制として以下のとおり見込みます。 

（年間） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

保育所等 

利用実人数 
２８ ３５ 37 39 41 

放課後児童

健全育成事

業利用実人

数 

１５ １６ 18 19 21 

 

◆障がい児支援の確保方策等◆ 

 

○障害児通所支援の体制整備にあたっては、保育所や認定こども園、放課後児童健全育成事業（放

課後児童クラブ）等の子育て支援施策との緊密な連携を図ります。 

○アンケート調査の結果によると、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、児童発達支援は、い

ずれも利用意向が高いことから、サービスを利用しやすい環境の整備に努めます。 

○障がい児の子ども・子育て支援等の利用ニーズを把握し、保育所等を適切に利用できるよう、体

制の整備に努めます。 

○医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、関連分野の支援をコーディネートする

相談支援専門員、保健師、訪問看護師等の配置を促進するとともに、医療的ケア児等の育ちや暮

らしの支援に向けて、多職種が協働できる体制づくりを推進します。また、庁内連携会議を活用し、

乳幼児期からの切れ目ない支援体制の構築に取り組みます。 

○近隣市町とも連携し、特別な支援が必要な重症心身障がい児や医療的ケア児の対応が可能な事

業者の新規参入を促進する等、サービスが提供できる体制の確保に努めます。 



70 

 

（７）発達障がい者等に対する支援 

埼玉県では「埼玉県発達障害者総合支援センター」を設置し、保護者等が子どもの発達障がいの

特性を理解し、必要な知識や方法を身に付けて適切な対応ができるように、ペアレントトレーニング

やペアレントプログラム等の講習を開催しています。またその講習を実施できる人材の育成のため

の講習も行っています。 

発達障がいの子どもを育てた保護者が、その育児経験を活かし、同じ親の立場から子育てで悩み

を抱える保護者などに対してグループ相談や情報提供を行うペアレントメンター（メンターとは信頼

のおける仲間という意味）の育成等の事業も実施しています。 

 

 サービス内容 

ペアレントトレーニング 

保護者等を対象に、子どもへの肯定的な働きかけをロールプレイ

やホームワークを通して学び、心理的なストレスの改善、お子さんの

適切な行動の促進等を目的とした支援を行います。 

ペアレントプログラム 
子どもや自分自身について「行動」で把握することで、保護者の認

知的な枠組みを修正していくことを目的にした支援を行います。 

ピアサポート活動 
同じ悩みをもつ当事者や家族等が集まり、悩みを共有する機会の

提供を行います。 

 

■サービス見込量 

情報の周知等を通じて、受講者やプログラムの実施者数が微増していくことを想定し、サービス量

を見込みます。また、支援プログラムの実施者を地域で計画的に養成することが必要であることを

踏まえ、サービス量を見込みます。 

（年間） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

ぺアレントト

レーニングや

ペアレントプ

ログラム等の

支援プログ

ラムの 

受講者数 

（保護者数） 

１ １ ２ ２ ３ 

実施者数 

（支援者） 
― ― １ ２ ３ 

ペアレントメ

ンターの人数 
０ ０ １ １ ２ 

ピアサポート

活動の参加

人数 

０ ０ １ １ ２ 
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◆発達障がい者等に対する支援の確保方策等◆ 

 

○障がいを早期に発見し、支援につなげるよう、母子保健施策等との緊密な連携を図るとともに、

市の子育て、保健部局との連携強化を図ります。 

○埼玉県が実施する、ペアレントトレーニング・ペアレントプログラム等の講習について児童発達支援

センター等の関係機関を通じ、保護者等へ積極的に情報の周知を図ります。 

○支援プログラム等の実施者を地域で計画的に養成し、身近な場所で保護者等がペアレントトレーニ

ング・ペアレントプログラム等の講習が受けられるよう、講習を実施できるための体制を整備しま

す。 

○障がいのある人同士や家族同士によるピアサポートやペアレントメンターとして活動を希望する

人に対しても、必要な情報の提供に努めます。 
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（８）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

■サービス見込量 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築のため、保健、医療及び福祉関係者による

協議の場を、令和８年度には３回開催し、延べ９２人の参加を見込みます。また、年1回の評価の実施

等を見込みます。 

          （年間） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

保健、医療及び福

祉関係者による協

議の場の開催回数 

３ ３ ３ ３ ３ 

協議の場への関係

者の参加者数 

（延べ人数） 

７１ ７９ ８５ ８８ ９２ 

協議の場における

目標設定及び評価

の実施回数 

１ １ １ １ １ 

精神障がい者の地

域移行支援（人） 
０ ０ １ １ １ 

精神障がい者の地

域定着支援（人） 
０ ０ １ １ １ 

精神障がい者の共

同生活援助 

（延べ人数） 

１５６ １８３ ２０４ ２１６ ２２８ 

精神障がい者の自

立生活援助（人） 
０ ０ １ １ １ 

精神障がい者の自

立訓練（生活訓練） 

（延べ人数） 

24 60 84 96 108 
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◆精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築の確保方策等◆ 

 

○精神障がい者が、地域の一員として安心して自分らしく暮らせるよう、保健、医療、福祉関係者に

よる協議の場等を活用し、精神障がい（発達障がい及び高次脳機能障がいを含む）にも対応した

地域包括ケアシステムの構築を進めます。 

○精神障がい者の地域移行や定着に向けて、共同生活援助や自立生活援助など、暮らしの基盤づく

りの支援を充実するとともに、地域住民の協力を得ながら、差別や偏見のない共生社会の実現を

目指します。 
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（９）相談支援体制の充実・強化のための取組 

 

■サービス見込量 

取組を担う基幹相談支援センターは令和２年度に設置済であり、鴻巣・北本地域自立支援協議会

等の運営を通じ、地域のネットワークの構築を進め、連携・機能強化等に取り組んでいます。このこと

から、今後、支援の数等は微増していくものと想定します。 

（年間） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

基幹相談支

援センターの

設置 

有 有 有 有 有 

専門的な指

導・助言件数 
６２件 ３７件 62件 64件 66件 

相談支援事

業所の人材

育成の支援

件数 

７件 １０件 １２件 １３件 １４件 

相談機関と

の連携強化

の取組の実

施回数 

４２回 ４０回 ４２回 ４３回 ４４回 

基幹相談支

援センターに

おける主任

相談支援専

門員の配置

数 

１人 １人 １人 １人 １人 

協議会にお

ける個別事

例の検討を

通じた地域

のサービス

基盤の開発・

改善 

実施数（回） 

参加（事業所） 

専門部会数 

（部会） 

専門部会（回） 

1回 

11事業所 

 

1部会 

1回 

1回 

11事業所 

 

1部会 

1回 

1回 

11事業所 

 

1部会 

1回 

1回 

11事業所 

 

1部会 

1回 

◆相談支援体制の充実・強化のための取組の確保方策等◆ 

 

〇基幹相談支援センターにおいて、総合的・専門的な相談支援を実施するとともに、人材育成を支援

します。 

〇基幹相談支援センターが中核となり、協議会の活性化に努めます。 

〇協議会において個別事例の検討等を通じた地域における障がい者の支援体制の整備の取組を進

めます。 
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（１０）障害福祉サービスの質を向上させるための取組 

 

■サービス見込量 

埼玉県が実施する研修等への参加人数を見込むとともに、障害者自立支援審査支払等システム等

による審査結果を関係する事業所等と共有する回数等を見込みます。 

（年間） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

県が実施す

る障害福祉

サービス等

に係る研修

への市職員

の参加人数 

８人 ８人 １０人 １０人 １０人 

障害者自立

支援審査支

払等システム

等による審

査結果を、事

業所や関係

自治体等と

共有する体

制の有無 

無 無 有 有 有 

障害者自立

支援審査支

払等システム

等による審

査結果を、事

業所や関係

自治体等と

共有する回

数 

０回 ０回 １回 ２回 ２回 

 

◆障害福祉サービスの質を向上させるための取組の確保方策等◆ 

 

〇埼玉県が実施する初任者向け研修や、権利擁護・虐待防止に関する研修等へ積極的に参加するよ

う努めます。 

〇障害者自立支援審査支払等システム等による審査結果を活用し、請求支払事務の適正化と効率化

に努めます。 
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７ 地域生活支援事業の見込量と確保のための方策 

 

地域生活支援事業とは、総合支援法第 77 条に基づき、障がいのある人が、自立した日常生活ま

たは社会生活を営むことができるよう、市町村が地域の特性や利用者の状況に応じて、柔軟に実施

する事業です。 

 

＜地域生活支援事業の構成＞ 

（１）必須事業 ① 理解促進研修・啓発事業 

② 自発的活動支援事業 

③ 相談支援事業 

④ 成年後見制度利用支援事業・成年後見制度法人後見支援事業 

⑤ 意思疎通支援事業 

⑥ 日常生活用具給付等事業 

⑦ 手話奉仕員養成研修事業 

⑧ 移動支援事業 

⑨ 地域活動支援センター機能強化事業 

 

（２）その他（任意事業） ① 訪問入浴サービス事業 

② 日中一時支援事業 

 

 

 

 

 

  



77 

 

（１）必須事業 

①理解促進研修・啓発事業 

障がいのある人が日常生活や社会生活を送る中で生じる「社会的障壁」をなくすため、地域の住

民に対して、障がいのある人に対する理解を深めるための研修会やイベントの開催、啓発活動等を

行います。         （年間） 

 

実績 事業見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

研修・啓発事

業の実施の

有無 

有 有 有 有 有 

 

■見込量確保のための方策等 

〇市役所内販売スペース「ひだまり」、「きたもと福祉まつり」や『精神障がい者の明るい未来のため

に』フォーラム等によるふれあいの機会の創出、また、地域自立支援協議会において、サービス提

供事業所・相談支援事業所・障がい者支援団体に対する研修会を実施します。 

〇これらの事業により、今後も障がいや障がいのある人等に対する市民の理解が深まるよう取組を

進めます。 

 

 

②自発的活動支援事業 

障がいのある人等が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、障がいのある人やそ

の家族、地域住民による自発的な取組を支援します。     （年間） 

 

実績 事業見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

自発的活動

支援事業の

実施の有無 

有 有 有 有 有 

 

■見込量確保のための方策等 

〇ボランティアの普及・育成を進めるほか、障がいのある人の介護者のための家族教室を開催する

等、障がいのある人や介護者同士の情報交換・交流の場の確保に努めます。 

〇災害時に要配慮者である障がいのある人の円滑な避難誘導・救助に向けて、地域福祉計画や地域

防災計画に基づき、避難行動要支援者名簿等の整備を進め、地域ぐるみの協力体制の確立を図り

ます。 
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③相談支援事業 

地域の障がいのある人等の福祉に関する各般の問題につき、障がいのある人、または、その介護

を行う人、障がい児の保護者等からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言等を行います。 

 

■事業見込量 

 

実績 事業見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

障害者相談

支援事業 

（委託相談支

援事業所） 

３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 

基幹相談支

援センター 

（機能強化） 

１か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

自立支援協

議会 
設置済 設置済 設置済 設置済 設置済 

 

■見込量確保のための方策等 

○鴻巣市と共同で設置している鴻巣北本地域自立支援協議会の本会や専門部会等を通して、基幹

相談支援センターや相談支援事業の運営に関することや、支援困難事例の対応のあり方、地域の

社会資源の開発、改善等について協議を実施し、自立支援協議会を中心に、本市の実情にあった

障がいのある人等への相談支援体制の充実に努めます。 

○鴻巣・北本地域障がい者基幹相談支援センターを地域における相談支援の中核として、委託相談

支援事業所、特定相談支援事業所及び関係機関と連携して地域における相談支援体制の強化に

取り組みます。 

○委託相談支援事業所では、障がいのある人等の福祉に関する様々な問題について、障がいのある

人等からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言その他の障害福祉サービスの利用支援等、必要

な支援を行うとともに、虐待の防止やその他障がいのある人等の権利擁護のために必要な援助

を行います。引き続き、相談支援体制を充実させ、障がいのある人が主体的にサービスを選び、自

立した地域生活を継続できるよう努めます。 

○障がいのある人やその家族からの専門的な相談に対応できる相談支援事業者を確保するととも

に、市と相談支援事業者との連携を強化するよう努めます。 

○障がいのある人同士や家族同士によるピアカウンセリング・ピアサポート（自分の体験を語り、必

要な情報を共有したり、共通した悩みや問題の解決に協同して取り組んだりする）なども含め、身

近な地域における相談体制の充実を図ります。 

〇アンケート調査において「手続き方法が分かりにくい」「どのようなサービスがあるか分からない」 

  との回答が多かったことから、市ではホームページ、しおり等に掲載する情報をより充実させ、委

託相談支援事業所等と連携して、わかりやすく適切な情報提供に努めます。 
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◆鴻巣北本地域自立支援協議会の組織図 
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④ 成年後見制度利用支援事業・成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度利用支援事業は、障害福祉サービスの利用等をする知的障がい者、精神障がい者が、

補助を受けなければ成年後見制度の利用が困難と認められる場合に、後見人等の報酬等必要とな

る経費の一部について補助を行い、成年後見制度の利用を支援することにより、障がいのある人の

権利擁護を図ります。 

成年後見制度法人後見支援事業は、成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことがで

きる法人を確保できる体制を整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支

援します。 

 

■事業見込量 

成年後見制度利用支援事業については、令和４年度以降利用者が大きく増加しないと想定し、事

業量を見込みます。 

 

（年間） 

 

実績 事業見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

成年後見制

度利用支援

事業 

０人 １人 １人 １人 １人 

 

■見込量確保のための方策等 

〇「北本市成年後見制度利用支援事業実施要綱」に基づき、成年後見制度の利用について必要とな

る経費の補助を行うことにより成年後見制度の普及・利用の促進を図ります。 

〇法人後見を実施できるよう、事業所等に働きかけを行います。 
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⑤ 意思疎通支援事業 

聴覚、知的、発達、高次脳機能、重度の身体の障がい等や難病のため、意思疎通を図ることに支障

がある障がいのある人等に、手話通訳者、要約筆記者の派遣を行い、意思疎通の円滑化を図ります。 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、手話通訳派遣件では、利用実人数３３人から３４人、派遣件

数は、569件から 593件へとそれぞれ微増傾向となっています。 

要約筆記者派遣では、利用実人数１人で横ばい、派遣件数は、１３件から９件へと微減となっていま

す。 

 

■事業見込量 

多様な活動への参加機会の増加を通じて、利用者数が微増していくことを想定し、サービス量を

見込みます。 

（年間） 

手話通訳 

派遣 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用実人数 ３３人 ３４人 ３６人 ３７人 ３８人 

派遣件数 ５６９件 ５９３件 644件 671件 700件 

 

要約筆記者

派遣 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用実人数 １人 １人 １人 １人 １人 

派遣件数 １３件 ９件 １３件 １３件 １３件 

 

■見込量確保のための方策等 

〇手話奉仕員養成講習会及び手話通訳者養成講習会を計画的に実施し、手話通訳者の確保に努め

ます。 

〇要約筆記者派遣事業では、必要な人への情報提供に努め、利用の推進を図ります。 
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⑥日常生活用具給付等事業 

日常生活上の便宜を図るため、身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者、障がい児、難病患者

等に、厚生労働省が示す要件を満たす６種（介護・訓練支援用具、自立生活支援用具、在宅療養等支

援用具、情報・意思疎通支援用具、排泄管理支援用具、居宅生活動作補助用具）の用具を給付、貸与

します。 

 

■給付等品目例 

①介護・訓練支援用具 特殊寝台、特殊マット、体位変換器等 

②自立生活支援用具 入浴補助用具、聴覚障害者用屋内信号装置等 

③在宅療養等支援用具 電気式たん吸引器、視覚障害者用体温計等 

④情報・意思疎通支援用具 点字器、人工喉頭等 

⑤排泄管理支援用具 ストマ用装具、紙おむつ等 

⑥居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 設置に小規模な住宅改修を伴う用具 

 

■利用実績 

日常生活用具の給付等の実績は全体として増加傾向にあります。 

 

 

■事業見込量 

年々増加傾向となっており、今後も利用が増加すると想定し、事業量を見込みます。 

（年間） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

①介護・訓練

支援用具 
3 1 4 5 6 

②自立生活

支援用具 
5 5 5 5 5 

③在宅療養

等支援用具 
10 1 9 10 11 

④情報・意思

疎通支援 

用具 

10 7 11 12 13 

⑤排泄管理

支援用具 
1,372  1,488  1,518  1,533  1,548  

⑥居宅生活

動作補助 

用具 

0 0 1 1 1 

合計 1,400 1,502 1,548 1,566 1,584 
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■見込量確保のための方策等 

〇市のホームページ、障がい者団体を通じて障がいのある人が必要とする日常生活用具の情報を提

供し、日常生活用具を必要とする人へ、適切に給付するよう努めます。 

〇相談受付時に適切な用具の案内ができるように努めます。 
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⑦手話奉仕員養成研修事業 

聴覚障がい者等との交流活動の促進、市町村の広報活動などの支援者として期待される日常

会話程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成研修します。 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、「手話奉仕員養成研修事業」の研修修了者数は１０人から１１

人に増加傾向となっています。 

 

■事業見込量 

研修修了者数は増加傾向となっており、今後も増加傾向が続くと想定し、事業量を見込みます。 

（年間） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

研修修了見

込者数 
10 11 13 15 16 

 

 

■見込量確保のための方策等 

〇意思疎通を図ることに支障のある障がいのある人等が、自立した日常生活、社会生活を営むこと

ができるよう支援するため、手話で日常会話を行うのに必要な手話語いや手話表現技術を習得し

た手話奉仕員を養成する講習会を行います。 

〇講習会の参加者が増えるよう、適宜周知を行います。 
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⑧移動支援事業 

社会生活上必要不可欠な外出、余暇活動等の社会参加のための外出の際の移動を支援します。 

 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、「移動支援事業」の利用者数は３５人から３８人に増加傾向、

利用時間は 351時間から 324時間へと減少傾向となっています。 

 

■事業見込量 

利用実人数、利用時間ともに今後ゆるやかに増加すると想定し、事業量を見込みます。 

 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用実人数 35  38  42  44  47  

利用時間 351  324  337  355  373  

 

 

■見込量確保のための方策等 

〇移動支援事業の必要量を的確に把握し、必要とする人へ、適切にサービスが提供できる体制の確

保に努めます。 

〇障がいのある人が適切なサービスを利用できるよう、サービス提供事業者が専門的な人材の確保

及び資質の向上を図るよう働きかけます。 
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⑨地域活動支援センター機能強化事業 

各機能を備えたセンターを通じて、創作的活動または生産活動などの機会を提供し、社会との交

流の促進等の便宜を供与することにより、地域生活支援の促進を図ります。 

 

■利用実績 

地域活動支援センターは２か所で、令和３年度から令和４年度にかけて、利用者数は５５人から６６

人に増加しています。 

 

■事業見込量 

利用実人数は、今後も増加すると想定し、事業量を見込みます。 

 

（利用者数は１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

か所数 ２ ２ ２ ２ ２ 

利用実人数 ５５ ６６ ７４ ７９ ８４ 

 

 

■見込量確保のための方策等 

○地域で生活する障がいのある人に対して、創作的活動や生産活動の機会の提供などを行う場を

確保するため、地域活動支援センター事業を行う事業者の支援に努めます。 

○日中活動系のサービス（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援等）の実施状況や、市

内における様々な日中の活動の状況を把握しながら、障がいのある人たちの日中活動の場の確

保に努めていきます。 
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（２）その他（任意事業） 

①訪問入浴サービス事業 

家庭での入浴が困難な身体障がい者に対して、特殊浴槽を使用して、自宅で、身体の清潔の保持、

心身機能の維持等を図るための入浴サービスを提供します。 

 

■利用実績 

令和３年度及び令和４年度は、「訪問入浴サービス事業」の利用者数は３人となっています。 

 

■事業見込量 

利用実人数は、今後は微増すると想定し、事業量を見込みます。 

 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ３ ３ ３ ４ ４ 
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②日中一時支援事業 

障がいのある人の見守りやその家族の就労支援、日常的に介護している家族の一時的な休息を

目的として、障がいのある人に日中活動の場を提供します。 

 

■利用実績 

令和３年度から令和４年度にかけて、「日中一時支援事業」の利用者数は７人から１０人に増加して

います。 

 

■事業見込量 

利用実人数は、今後も増加すると想定し、事業量を見込みます。 

（１か月あたり） 

 

実績 見込量 

令和３年度 

（２０２１） 
令和４年度 

（2022） 

令和６年度 

（２０２４） 

令和７年度 

（２０２５） 

令和８年度 

（２０２６） 

利用者数 ７ １０ １２ １３ １５ 

 

 

 

◆その他（任意事業）の確保方策等◆ 

 

〇家族の負担を軽減し、社会参加や日常生活を営むために必要な事業の周知を図るとともに、サー

ビス提供事業者との連携・調整を図ります。 

〇サービスの提供事業者の拡充に努めます。 
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８ 計画の推進に向けて 
 

（１）計画の推進体制 

本計画の推進にあたっては、サービス提供事業所、関係機関、関係団体、行政等が連携するととも

に、庁内の関係各課の十分な連携を図り、総合的に障がい福祉施策を推進します。 

なお、障がいのある人に対応した設備や専門的な知識、経験等が必要な施設などについては、広

域的見地から地域的バランスに配慮する必要があり、埼玉県では、県内を 10 地域に分けた「障害保

健福祉圏域」が設定されています。 

本市は、障害保健福祉圏域では「県央（鴻巣市・上尾市・桶川市・北本市・伊奈町）」、福祉事務所で

は「東部中央」、保健所では「鴻巣」の管轄となっています。今後も、圏域内の市町と連携を図りなが

ら、より効果的・効率的な計画の推進に努めます。 

 

（２）計画の進行管理（点検・評価） 

本計画の進行管理にあたっては、国の基本指針に即して設定した成果目標等について進捗状況を

確認するとともに、障がい福祉サービスの年度ごとの実績を把握します。 

具体的には、PLAN（計画）、DO（実行）、CHECK（評価）、ACTION（改善）を繰り返すマネジメン

ト手法である「PDCA サイクル」の理念を活用し、計画の速やかな実行を図るとともに、評価と改善

を十分に行うことで、実効性のある計画を目指します。 

また、計画の全体的な実施状況の点検と進行管理を行い、進捗状況を市ホームページにて市民に

対して公表します。 

 
 

■PDCAサイクルのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PLAN 

基本指針に即して成果目標

及び活動指標を設定すると

もに、障害福祉サービスの

見込量の設定やその他確保

方策等を定める。 

DO 
計画に沿って事業を実施す

る。 

CHECK 
成果目標に対する達成状況

等を評価し、ホームページ

で公表する。 

ACTION 
評価結果により、必要に応

じて施策の見直し等の改善

を図る。 

 PLAN 

（計画） 

CHECK 

（評価） 

ACTION 

（改善） 

 

DO 

（実行） 
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資料編 

 

（１）策定経過 

 

 

（２）北本市第七期障害福祉計画・北本市第三期障害児福祉計画策定委員

会設置規程 
 

 

（３）北本市第七期障害福祉計画・北本市第三期障害児福祉計画策定委員

会委員名簿 
 

 

（４）北本市第七期障害福祉計画・北本市第三期障害児福祉計画策定幹事

会設置規程 
 

 

（５）北本市第七期障害福祉計画・北本市第三期障害児福祉計画策定幹事

会委員名簿 
 

 

（６）市内にある障がい福祉サービス事業所等 

 

 

（７）用語説明 

 


